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１．調査目的

我が国の個人金融資産が預貯金に偏在している状況を是正し、個人投資家による証券投資の
促進を図るため、個人投資家の証券保有実態や証券投資に対する意識等を把握するとともに、
将来の資産形成に資する施策及び既存制度の利用促進のための施策の検討に際して基礎
資料とするもの

２．調査方法

調査対象 日本全国の18歳以上の有価証券保有者

標本数 5,000

調査方法 インターネット調査

調査時期 2026年4月14日～22日

３．サンプル構成

本調査では、全体数値が日本の有価証券保有者の性別･年代の実態を反映するよう
2024年度に本協会が実施した「証券投資に関する全国調査（個人調査）」の結果を基に
サンプルを割付
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１．有価証券保有者の年収分布
• 調査対象者5,000名（日本全国の18歳以上の有価証券保有者）のうち、個人年収は「300万円未満」が４割強、500万円未

満が７割近くを占める。【６頁】

２．有価証券の保有状況
• 調査対象者5,000名のうち、「株式」保有率は72.4%、「投資信託」は67.2%、「公社債」は12.3%。有価証券の推計の平均保

有額は1,125万円。【９頁】

３．2040年の有価証券の保有希望額
• 調査対象者5,000名のうち、2040年の有価証券の保有希望額は、個人では「1,000万円以上3,000万円未満」が19.2%で最

も高く、推計の平均保有希望額は1,689万円であり、2026年の推計の平均保有額1,125万円より564万円高い。【10頁】

• 2040年に向けて現在の有価証券保有額を「増やしたい」人の割合は51.4％で、「減らしたい」人の割合は9.4％にとどまる。【11頁】

• 年代別にみると、男女とも資産形成層である40代以下で有価証券保有額を「増やしたい」人の割合は６割を超える。【11頁】

４．社債（国内で発行されたもの）を保有していない理由
• 公社債を現在保有していない4,383名のうち、社債（国内で発行されたもの）を現在保有していない理由は、｢社債に興味がない｣

が31.9%で最も高く、次いで「株式・投信より魅力を感じない」が30.3%、「仕組みがわかりにくい」が25.8%と続く。【24頁】

５．新NISA口座の開設状況
• 調査対象者5,000名のうち、2024年1月から開始された新NISA口座を開設している者は4,171名で全体の83.4%。開設済の

割合は前回調査（82.0%）と同様、割合が高い傾向にある。また、30代以下の開設済の割合は９割を超える（94.1%）。

【28頁】
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６．NISA口座非利用理由
• NISA口座非利用理由として、｢NISA以外の口座（一般口座・特定口座）を利用しているため｣が22.0%で最も高く、次いで｢日

常の支出が多く投資に回す余裕がないため｣が20.4%、「購入したい商品がなかったため」が16.1%と続く。【34頁】

７．確定拠出年金の加入状況
• 70歳未満の調査対象者3,718名のうち、「企業型確定拠出年金に加入している」は28.5%、「iDeCoに加入している」は26.3%。

【38頁】

• 70歳未満の確定拠出年金加入者1,543名のうち、毎月の拠出額は３万円未満が88.3%を占め、推計の平均拠出額は18,211

円。【39頁】

８．現在取引のある金融機関のイメージ
• 現在取引のある金融機関のイメージとして、大手証券、地域証券（地場証券）、その他の証券では「取引や問い合わせに誠実に対

応してくれるので、信頼できる」が最も高く、ネット証券、銀行（ゆうちょ銀行を除く）・信用金庫・信用組合、郵便局（ゆうちょ銀行）、

投資信託を直接販売する会社、その他の金融機関では「よく利用するので、身近である」が最も高い。【42頁】

９．金融機関の商品購入時や購入後の対応
• 証券会社の店頭・インターネット取引で株式の注文を出している者3,422名のうち、「手数料に関する説明は、わかりやすかった」につ

いて「あてはまる」「どちらかというとあてはまる」の合計は５割弱にのぼる一方で、「どちらかというとあてはまらない」「あてはまらない」の合計

は１割強にとどまる。【43頁】

• 証券会社・銀行の店頭・インターネット取引、投資信託の運用会社（直接販売）で投資信託の注文を出している者3,271名のうち、

「商品の提案は、自分のニーズに即したものであった」「商品のリスクや特性の説明は、わかりやすかった」「手数料に関する説明は、わか

りやすかった」について「あてはまる」「どちらかというとあてはまる」の合計は５割弱にのぼる一方で、「どちらかというとあてはまらない」「あて

はまらない」の合計は１割前後にとどまる。【44頁】
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10．2040年に向けた証券会社等に求めたいサービス
• 調査対象者5,000名のうち、これから14年後の2040年に向けて、証券会社等に求めたいサービスは、｢わかりやすい情報提供｣が

50.6%で最も高く、次いで｢税制・手続きのサポート｣が30.6%、｢金融犯罪・詐欺防止とセキュリティ強化｣が28.3%と続く。【45頁】

11．証券投資に関する教育
• 調査対象者5,000名のうち、証券投資教育経験者（証券投資に関する教育を｢受けたことがある｣｢受けたと思うが、あまり覚えてい

ない｣の合計）は17.4%。【48頁】

• 証券投資教育経験者870名のうち、教育を受けた場所は「職場」が56.9%で最も高く、次いで｢金融機関｣が23.8%、「学校」が

18.2%と続く。【48頁】

• 調査対象者5,000名のうち、金融経済に関する知識の理想的な学習時期は、「高等学校」が63.1%で最も高く、次いで「中学校」

が40.6%、「大学・短大・専門学校」が39.4%と続く。【49頁】

• 調査対象者5,000名のうち、学校や職場以外で証券投資に関する勉強や情報収集した場所や方法は、「インターネット（Webサイ

ト）」が52.9%で最も高く、次いで「テレビ」が30.5%、「本」が25.9%と続く。【51頁】

12．相続対策の実施状況
• 60歳以上の調査対象者2,265名のうち、相続対策のために「すでにこの対策を実施している」「この対策を実施する予定がある」の合

計は、｢生命保険を契約｣が20.0%で最も高く、次いで「株式や投資信託を売却し現金化」が17.6%、「株式や投資信託の購入を

見合せ」が14.3%と続く。【54頁】
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○個人年収

300万円未満

41.8%

300万円～

500万円未満

24.5%

500万円～

700万円未満

15.5%

700万円～

1,000万円未満

11.1%

1,000万円以上

7.0%

※有価証券保有者
5,000人のうち2,089人が
「300万円未満」と回答

平均年収
449.7万円

<参考>新NISA開始後の利用動向に関する調査結果(2026年)

• 個人年収は、「300万円未満」
が41.8％と最も高く、「300万
円～500万円未満」が24.5％
と続き、幅広い年収帯で証券投
資が行われている。
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ウェイト平均

（万円）

全体 (n=5,000) 450

30代以下 (n=875) 465

40代 (n=958) 544

50代 (n=902) 548

60～64歳 (n=541) 479

65～69歳 (n=442) 403

70代以上 (n=1,282) 303

2025年 (n=5,000) 443

2024年 (n=5,000) 452

41.8

27.4

26.0

32.5

45.7

52.3

64.7

42.6

41.4

24.5

34.2

24.3

20.5

21.8

24.7

22.1

25.1

25.2

15.5

23.8

23.4

17.3

11.1

9.7

6.6

15.2

15.2

11.1

10.7

18.2

17.7

10.2

6.1

3.6

10.2

11.5

7.0

3.9

8.1

12.0

11.3

7.2

3.0

6.9

6.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

300万円未満 ～500万円未満 ～700万円未満 ～1,000万円未満 1,000万円以上

66.3%

１．年齢・年収・金融資産保有額等

7

（注）グラフの構成比は四捨五入しているため、合計して必ずしも100とはならない（以下同じ）。
（注）ウェイト平均は、各回答区分の平均値（例えば、「300万円以上500万円未満」であれば400万円）に各区分の割合の回答者数を乗じて推計（以下「ウェイト平均（万円）」の推計方法は同じ）。

○個人年収（年代別）

• 個人年収は「300万円未満」が４割強（41.8%）、500万円未満が７割近く（66.3%）を占める。
• 年代が上がるほど「300万円未満」の割合は増加する傾向にあり、60代では５割前後、70代以上では６割以上（64.7%）とな

る。
• 推計の平均年収（全体）は450万円で、前回調査の443万円から７万円増加した。
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○個人の金融資産保有額（時価）（年代別）

• 金融資産保有額は、1,000万円未満が過半数（53.4%）を占める。
• 年代別にみると、30代以下は８割近く（76.3%）が1,000万円未満であるが、年代が上がるにつれ1,000万円以上の割合が増

え、60代以上では過半数を占める。
• 推計の平均保有額（全体）は、1,783万円で、前回調査の1,719万円から64万円増加した。

ウェイト平均

（万円）

全体 (n=5,000) 1,783

30代以下 (n=875) 881

40代 (n=958) 1,405

50代 (n=902) 1,776

60～64歳 (n=541) 2,239

65～69歳 (n=442) 2,376

70代以上 (n=1,282) 2,290

2025年 (n=5,000) 1,719

2024年 (n=5,000) 1,716

4.3

7.2

6.1

5.1

3.7

2.5

1.5

4.3

4.3

4.0

5.7

6.1

4.4

4.3

0.9

2.1

4.0

3.7

5.6

8.7

6.8

5.1

3.9

4.1

4.4

6.1

6.4

12.0

18.4

14.6

12.2

9.2

7.9

8.0

12.4

13.2

11.5

16.1

14.1

10.5

9.1

9.0

8.9

11.8

11.7

16.0

20.2

14.1

16.1

13.1

13.8

16.3

15.8

16.7

25.0

18.3

23.2

25.4

26.8

30.3

28.1

25.8

23.6

10.3

3.4

8.2

9.8

12.6

13.8

14.9

9.3

9.5

11.2

1.9

6.9

11.4

17.4

17.6

15.9

10.6

11.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10万円未満 ～50万円未満 ～100万円未満 ～300万円未満 ～500万円未満

～1,000万円未満 ～3,000万円未満 ～5,000万円未満 5,000万円以上

76.3%

53.4%
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２．有価証券の保有状況と投資に対する考え方
２－１．有価証券全体

9

○個人の有価証券（株式、投資信託、公社債）保有額（時価）

○有価証券の保有状況

• 有価証券保有額は、「100万円以上
300万円未満」が16.6%で最も高い。

• 300万円未満が約半数（46.9%）、
1,000万円未満が７割超（72.0%）
を占める。

• 推計の平均保有額は、1,125万円で、
前回調査の1,048万円から77万円増
加した。

• 「株式」保有率は72.4%、「投資信託」
は67.2%、「公社債」は12.3%である。

• 前回調査と概ね同様の傾向が続いている。

ウェイト平均

（万円）

1,125

1,048

1,043

10.1

9.5

10.1

10.1

10.4

10.7

10.1

12.3

12.2

16.6

17.3

17.5

11.9

12.0

11.6

13.2

12.8

12.0

15.7

14.7

15.0

5.6

4.7

4.5

6.6

6.3

6.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2026年

(n=5,000)

2025年

(n=5,000)

2024年

(n=5,000)

10万円未満 ～50万円未満 ～100万円未満 ～300万円未満 ～500万円未満

～1,000万円未満 ～3,000万円未満 ～5,000万円未満 5,000万円以上

46.9%

72.0%

72.9%

65.6%

11.4%

72.8%

66.7%

12.2%

72.4%
67.2%

12.3%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

株式 投資信託 公社債

2024年(n=5,000) 2025年(n=5,000) 2026年(n=5,000) 複数回答
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２．有価証券の保有状況と投資に対する考え方
２－１．有価証券全体

10

〇個人

〇世帯

新規設問

○2040年の有価証券の保有希望額（年代別）

• 2040年の有価証券の保有希望額は、個人では「1,000万円以上3,000万円未満」が19.2%で最も高く、推計の平均保有希望
額は1,689万円であり、2026年の推計の平均保有額1,125万円より564万円高い。

• 世帯では「1,000万円以上3,000万円未満」が21.0%で最も高く、推計の平均保有希望額は2,116万円であり、2026年の推
計の平均保有額1,421万円より695万円高い。

全体 (n=5,000) 1,689

30代以下 (n=875) 1,322

40代 (n=958) 1,632

50代 (n=902) 1,766

60～64歳 (n=541) 1,965

65～69歳 (n=442) 1,860

70代以上 (n=1,282) 1,773

ウェイト

平均

(万円）

3.9

4.9

3.0

4.8

4.8

2.9

3.1

4.2

5.9

4.2

5.1

3.9

2.9

3.0

6.2

6.7

6.3

6.2

6.3

4.3

6.6

11.4

13.3

13.7

9.3

10.9

11.5

10.2

11.7

15.5

14.3

12.1

8.5

10.0

9.0

15.8

18.4

15.7

14.2

13.1

18.3

15.7

19.2

16.8

19.4

23.7

19.4

19.2

17.6

7.9

6.6

9.1

7.0

10.5

7.2

7.7

10.8

7.1

10.0

12.3

13.7

13.1

10.7

8.7

4.7

4.4

5.3

8.9

10.4

16.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10万円未満 ～50万円未満 ～100万円未満 ～300万円未満 ～500万円未満

～1,000万円未満 ～3,000万円未満 ～5,000万円未満 5,000万円以上 特に決めていない

全体 (n=5,000) 2,116

30代以下 (n=875) 1,787

40代 (n=958) 2,056

50代 (n=902) 2,178

60～64歳 (n=541) 2,362

65～69歳 (n=442) 2,248

70代以上 (n=1,282) 2,213

2.9

3.2

2.0

3.3

3.9

2.5

2.7

2.9

3.7

2.5

3.7

3.1

2.5

2.0

4.5

4.6

4.4

4.9

5.0

3.6

4.2

8.3

9.7

9.9

6.0

6.3

9.5

8.2

10.1

12.2

11.9

10.3

9.1

7.5

8.3

14.8

19.4

15.6

14.0

12.8

13.8

12.9

21.0

20.1

22.0

24.4

18.1

22.9

19.1

10.6

9.5

11.3

10.5

13.3

10.0

10.0

14.7

11.2

14.1

15.9

17.7

16.3

14.8

10.3

6.4

6.4

7.1

10.7

11.5

17.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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２．有価証券の保有状況と投資に対する考え方
２－１．有価証券全体

11

〇個人

新規設問

○2040年に向けての有価証券保有額増減の意向（性別・年代別）

• 2040年に向けて現在の有価証券保有額を「増やしたい」人の割合は51.4％で、「減らしたい」人の割合は9.4％にとどまる。
• 年代別にみると、男女とも資産形成層である40代以下で有価証券保有額を「増やしたい」人の割合は６割を超える。

全体 (n=5,000)

男性_30代以下 (n=511)

男性_40代 (n=611)

男性_50代 (n=510)

男性_60～64歳 (n=316)

男性_65～69歳 (n=266)

男性_70代以上 (n=662)

女性_30代以下 (n=364)

女性_40代 (n=347)

女性_50代 (n=392)

女性_60～64歳 (n=225)

女性_65～69歳 (n=176)

女性_70代以上 (n=620)

51.4

62.2

64.0

52.4

47.2

45.5

32.5

68.4

67.1

57.7

47.1

42.6

35.5

9.4

5.5

5.6

8.2

8.2

12.4

13.1

6.0

6.3

9.2

14.2

14.2

13.1

30.5

27.6

26.4

34.7

38.0

32.7

39.0

20.9

21.6

27.0

26.7

31.3

33.9

8.7

4.7

4.1

4.7

6.6

9.4

15.4

4.7

4.9

6.1

12.0

11.9

17.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

増やしたい 減らしたい 増減なし 特に決めていない
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２．有価証券の保有状況と投資に対する考え方
２－１．有価証券全体

12

○有価証券への投資について検討したり、興味・関心を持ったきっかけ（年代別） 複数回答

• 有価証券への投資について検討したり、興味・関心を持ったりしたきっかけは、「投資に関する税制優遇制度（NISA）があることを
知った」が40.4%で最も高く、次いで「少額からでも投資を始められることを知った」が31.7%、「株主優待があることを知った」が
27.4%と続く。

• 年代別にみると、30代以下は「投資に関する税制優遇制度（NISA）があることを知った」が53.5%、「少額からでも投資を始めら
れることを知った」が51.1%と半数を超え、他の年代と比べて高い傾向にある。

表中の数値は%

n=

投
資
に
関
す
る
税
制
優
遇
制
度

（
N
I
S
A

）
が
あ
る
こ
と
を
知
っ

た

少
額

（
例
え
ば
1
0
0
円
や
1
，
0
0
0

円

）
か
ら
で
も
投
資
を
始
め
ら
れ
る
こ
と
を

知
っ

た

株
主
優
待
が
あ
る
こ
と
を
知
っ

た

分
散
投
資
な
ど
リ
ス
ク
を
抑
え
て
投
資
を
す

る
方
法
が
あ
る
こ
と
を
知
っ

た

将
来
の
生
活
に
不
安
が
あ
り

、
必
要
性
を
感

じ
た

今
の
収
入
を
増
や
し
た
い
と
思
っ

た

資
産
形
成
の
重
要
性
に
つ
い
て
学
ん
だ

投
資
に
関
す
る
税
制
優
遇
制
度

（
確
定
拠
出

年
金
制
度

（
i
D
e
C
o

、
企
業
型

D
C

）
）
が
あ
る
こ
と
を
知
っ

た

周
囲
の
人
に
勧
め
ら
れ
た

周
囲
の
人
が
投
資
を
し
て
い
る
こ
と
を
知
っ

た 周
囲
の
人
と
投
資
や
貯
蓄
な
ど
に
つ
い
て
話

す
機
会
が
あ
っ

た

従
業
員
持
株
会
で
取
得
し
た

金
融
機
関
か
ら
勧
誘
を
受
け
た

金
融
機
関
が
実
施
し
て
い
る
キ
ャ

ン
ペ
ー

ン

（
キ
ャ
ッ

シ
ュ

バ
ッ

ク
や
プ
レ
ゼ
ン
ト
な

ど

）
を
知
っ

た

勤
務
先
か
ら
税
制
優
遇
制
度

（
企
業
型

D
C

、
職
場
つ
み
た
て
N
I
S
A

）
の
案
内

を
受
け
た

相
続
・
贈
与
で
取
得
し
た

あ
て
は
ま
る
も
の
は
な
い

全体 (5,000) 40.4 31.7 27.4 27.2 26.8 26.4 15.6 14.4 11.1 10.6 10.3 7.8 7.2 7.2 6.7 5.7 5.4

30代以下 (875) 53.5 51.1 23.5 33.4 30.5 29.5 15.5 21.4 15.9 14.3 13.1 4.8 2.5 7.9 12.8 2.4 3.8

40代 (958) 50.6 47.0 27.2 33.5 31.1 28.4 19.5 24.2 11.7 11.9 11.1 6.3 3.0 9.6 9.7 3.0 3.0

50代 (902) 42.0 35.4 27.8 29.2 30.4 24.4 14.5 20.4 10.1 8.5 8.8 6.1 4.5 7.3 7.2 3.4 5.5

60～64歳 (541) 35.3 23.5 26.8 23.8 25.1 22.2 15.3 12.4 10.5 8.5 9.4 7.8 6.8 5.9 4.4 5.5 6.8

65～69歳 (442) 35.1 17.6 26.5 23.8 24.0 26.7 12.7 2.0 9.5 10.4 8.4 10.6 10.0 6.1 2.9 8.6 5.2

70代以上 (1,282) 26.8 12.9 30.6 19.6 20.2 25.7 14.7 3.1 9.0 9.4 9.9 11.2 14.7 5.7 2.0 10.5 7.7

2025年 (5,000) 38.2 29.5 26.9 26.2 27.5 27.3 14.4 14.5 10.9 10.5 10.2 8.0 8.9 8.2 6.9 6.8 5.4

2024年 (5,000) 39.4 29.5 30.7 25.3 29.5 31.3 16.2 15.4 10.9 11.5 11.0 10.2 9.7 8.2 6.7 4.2

2.2 2.2 0.5 1.0 ▲0.7 ▲0.9 1.2 ▲0.1 0.2 0.1 0.1 ▲0.2 ▲1.7 ▲1.0 ▲0.2 ▲1.1 0.02025年（増減比）
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表中の数値は% n=

利

益

確

定

を

考

え

た

た

め

損

失

を

出

し

、

損

切

を

行

う

た

め

生

活

費

な

ど

が

不

足

し

、

必

要

額

を

取

り

崩

す

た

め

「

定

額

」

、

「

定

量

」

、

又

は

「

定

率

」

な

ど

の

ル

ー

ル

を

定

め

て

資

産

の

取

り

崩

し

を

し

て

い

る

た

め そ

の

他

全体 (2,220) 76.9 25.0 9.0 6.7 4.2

30代以下 (377) 76.7 26.8 9.5 13.0 2.4

40代 (434) 74.9 24.4 9.7 9.2 3.0

50代 (346) 76.6 26.0 9.2 5.5 3.8

60～64歳 (214) 79.4 20.1 7.9 5.1 3.7

65～69歳 (213) 77.5 24.4 7.5 3.3 6.1

70代以上 (636) 77.7 25.8 8.8 3.5 5.8

2025年 (2,145) 74.9 27.9 8.8 7.9 4.9

2.0 ▲2.9 0.2 ▲1.2 ▲0.72025年（増減比）

13

• 昨年（2025年）に有価証券を売却した理由は、「利益確定を考えたため」が76.9%で最も高く、次いで「損失を出し、損切を行う
ため」が25.0%と続く。

• 昨年（2025年）１年間における有価証券の売買損益は｢売買益が出た｣が51.1%、｢売買損が出た｣が5.1%である。

○昨年（2025年）の有価証券売却理由（年代別・売買損益別）

２．有価証券の保有状況と投資に対する考え方
２－１．有価証券全体

複数回答

※有価証券売却者

昨年（2025年）・一昨年（2024年）１年間における有価証券の売買損益（含み益や含み損は除く）

3.1

2.6

2.9

1.8

9.5

6.3

11.0

9.2

24.6

23.1

7.7

12.6

2.7

5.7

1.1

1.7

0.6

1.1

0.3

0.2

0.4

0.3

36.1

35.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

昨年（2025年）

(n=5,000)

一昨年（2024年）

(n=5,000)

500万円以上の売買益が出た 300～500万円未満の売買益が出た 100～300万円未満の売買益が出た 50～100万円未満の売買益が出た

50万円未満の売買益が出た ほぼ損益はゼロであった（±1万円以内程度） 50万円未満の売買損が出た 50～100万円未満の売買損が出た

100～300万円未満の売買損が出た 300～500万円未満の売買損が出た 500万円以上の売買損が出た 昨年中は有価証券を売買しなかった

51.1% 5.1%
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93.6%

15.9%

5.2% 4.4%

92.8%

15.4%
5.9% 4.6%

93.6%

14.2%
5.1% 4.3%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

国内上場株 海外上場株 非上場株 従業員

持株制度

2024年(n=3,647) 2025年(n=3,638) 2026年(n=3,618) 複数回答

ウェイト平均

（万円）

885

867

900

12.5

10.9

11.0

13.5

12.8

12.8

12.1

13.2

12.2

17.7

19.0

18.9

11.5

11.3

11.7

11.5

11.7

12.2

12.1

12.8

12.3

4.1

3.4

3.5

5.0

4.9

5.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2026年

(n=3,618)

2025年

(n=3,638)

2024年

(n=3,647)

10万円未満 ～50万円未満 ～100万円未満

～300万円未満 ～500万円未満 ～1,000万円未満

～3,000万円未満 ～5,000万円未満 5,000万円以上

55.8%

67.3%

２．有価証券の保有状況と投資に対する考え方
２－２．株式

14

○株式保有額（時価）

○保有株式の種類

※株式保有者

※株式保有者

• 株式保有額は、「100万円以上300万円未
満」が17.7%で最も高い。

• 300万円未満が過半数（55.8%）、500万
円未満が７割近く（67.3%）を占める。

• 推計の平均保有額は、885万円で、前回調査
の867万円から18万円増加した。

• 保有株式の種類は、「国内上場株」が93.6%
を占め、次いで「海外上場株」が14.2%である。

• 前回調査と概ね同様の傾向が続いている。
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全体 (n=3,618)

30代以下 (n=583)

40代 (n=690)

50代 (n=616)

60～64歳 (n=393)

65～69歳 (n=314)

70代以上 (n=1,022)

2025年 (n=3,638)

2024年 (n=3,647)

47.5

49.9

50.6

46.6

48.3

50.3

43.4

49.0

49.4

11.7

12.0

12.3

12.0

8.4

13.1

11.6

10.6

11.3

21.5

20.2

19.9

20.9

23.7

18.2

23.8

21.4

21.5

10.8

9.1

10.6

11.2

9.7

9.2

12.7

10.6

10.0

0.4

0.3

0.7

0.2

0.0

0.6

0.6

0.3

0.4

8.1

8.4

5.9

9.1

9.9

8.6

7.8

8.1

7.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

概ね長期保有だが、ある程度値上がり益があれば売却する 値上がり益重視であり、短期間に売却する

配当・分配金・利子を重視している（配当等の状況によっては売却する） 株主優待を重視している

その他 特に決めていない

２．有価証券の保有状況と投資に対する考え方
２－２．株式

15

○株式の投資方針（年代別）

• 株式投資方針は、「概ね長期保有だが、ある程度値上がり益があれば売却する」が47.5%と半数近くを占め、次いで「配当・分配
金・利子を重視している（配当等の状況によっては売却する）」が21.5%と続く。

• 前回調査と概ね同様の傾向が続いている。

※株式保有者
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ウェイト平均

(月)

全体 (n=3,618) 62.1

30代以下 (n=583) 40.0

40代 (n=690) 53.7

50代 (n=616) 66.2

60～64歳 (n=393) 70.9

65～69歳 (n=314) 70.6

70代以上 (n=1,022) 72.0

2025年 (n=3,638) 62.4

2024年 (n=3,647) 61.5

2.2

2.9

2.6

1.9

1.8

1.9

1.9

2.8

2.7

3.4

5.1

4.2

3.6

2.8

2.9

2.1

3.5

3.2

5.4

8.1

5.8

5.8

3.3

5.1

4.1

4.7

5.3

7.4

11.3

9.9

5.7

6.4

5.4

5.7

7.2

8.3

18.4

30.2

21.4

17.9

13.7

11.8

13.9

18.3

17.8

18.0

20.4

19.0

16.7

17.0

20.4

16.3

17.8

18.0

10.3

8.2

10.9

8.3

12.5

9.6

11.7

10.6

10.4

6.8

5.0

6.2

5.7

7.6

7.0

8.5

7.0

7.0

28.1

8.7

20.0

34.4

34.9

36.0

35.8

28.1

27.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

～1か月未満 ～3か月未満 ～6か月未満 ～1年未満 ～3年未満

～5年未満 ～7年未満 ～10年未満 10年以上

45.2%

２．有価証券の保有状況と投資に対する考え方
２－２．株式

16

○株式の保有期間（年代別）

• 株式の保有期間は「10年以上」が28.1%で最も高く、次いで「１年以上３年未満」が18.4%、｢３年以上５年未満｣が18.0%と
続く。５年以上保有している者は４割超（45.2%）を占める。

• 推計の平均保有期間は62.1か月で、前回調査と概ね同様の傾向が続いている。
• 年代別にみると、60代以上では５年以上保有している者が半数を超える。

※株式保有者

（注）ウェイト平均は、各回答区分の平均値（例えば、「１か月以上３か月未満」であれば２か月、「10年以上」であれば120か月）に各区分の割合の回答者数を乗じて推計。



© Japan Securities Dealers Association.All Rights Reserved.© Japan Securities Dealers Association.All Rights Reserved.

２．有価証券の保有状況と投資に対する考え方
２－２．株式

17

○株式の主な注文方法（年代別）

• 株式の主な注文方法は、「証券会社のインターネット取引」が中心で、「パソコンやタブレット」が53.6%、「スマートフォン」が30.0%と、
合わせて８割以上（83.6%）となる（本調査はインターネット調査であるため留意が必要）。

• 年代別にみると、30代以下は「スマートフォン」を通した取引の割合が高く、40代以上では「パソコン」での取引割合が高くなる傾向に
ある。

※株式保有者

全体 (n=3,618)

30代以下 (n=583)

40代 (n=690)

50代 (n=616)

60～64歳 (n=393)

65～69歳 (n=314)

70代以上 (n=1,022)

2025年 (n=3,638)

2024年 (n=3,647)

53.6

36.4

46.5

51.1

65.6

61.1

62.9

55.3

54.2

30.0

53.5

42.6

36.2

18.6

20.7

11.7

27.7

25.6

10.9

5.1

4.9

7.3

8.7

14.3

20.2

12.4

14.6

3.6

4.3

5.1

4.1

4.8

1.9

1.9

3.0

2.6

0.6

0.5

0.6

0.5

0.5

0.6

0.8

0.7

0.6

1.2

0.2

0.3

0.8

1.8

1.3

2.5

0.9

2.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

証券会社のインターネット取引（主にパソコンやタブレットを使った取引） 証券会社のインターネット取引（主にスマートフォンを使った取引）

証券会社の店頭（店舗への電話注文、営業員が訪問しての注文を含む） 会社の持株会

金融商品仲介業者（ファイナンシャル・プランナー、税理士、公認会計士等） その他

83.6%
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50.2

57.8

11.3

13.8

34.8

12.1 10.3

5.0

34.5

41.5

34.0

6.6
10.6

6.0

28.1

10.8 8.2
4.4

0.9

38.0
43.7

38.1

6.3 8.5
4.9

28.0

10.9
8.0

3.7 1.3

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

国内の

株式

投資信託

外国の

株式

投資信託

国内・外国

の株式

投資信託

国内の

公社債

投資信託

外国の

公社債

投資信託

国内・外国

の公社債

投資信託

分散投資

バランス型

ETF J-REIT 外国の

不動産

投資信託

その他

2024年(n=3,278) 2025年(n=3,333) 2026年(n=3,358) 複数回答

ウェイト平均

（万円）

395

348

398

21.3

24.9

24.2

14.1

16.2

14.0

22.2

22.1

22.2

13.1

12.0

12.3

11.6

9.8

10.6

17.8

14.9

16.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2026年

(n=3,358)

2025年

(n=3,333)

2024年

(n=3,278)

50万円未満 ～100万円未満 ～300万円未満

～500万円未満 ～1,000万円未満 1,000万円以上

57.6%

２．有価証券の保有状況と投資に対する考え方
２－３．投資信託

18

○投資信託保有額（時価）

○保有投資信託の種類

※投信保有者

※投信保有者

• 投資信託保有額は、「100万円以上300万円
未満」の割合が22.2%で最も高い。

• 300万円未満が６割弱（57.6%）を占める。
• 推計の平均保有額は、395万円で、前回調査

の348万円から47万円増加した。

• 保有投資信託の種類は「外国の株式
投資信託」が43.7%で最も高く、次い
で「国内・外国の株式投資信託」が
38.1%、「国内の株式投資信託」が
38.0%と続く。
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表中の数値は%

n=

安
定
性
や
リ
ス
ク
の
低
さ

成
長
性
や
収
益
性
の
高
さ

信
託
報
酬
の
安
さ

購
入
・
販
売
手
数
料
の
安
さ

商
品
の
わ
か
り
や
す
さ

ポ
ー

ト
フ
ォ

リ
オ

（
商
品
の
配
分

）

分
配
金
の
頻
度
や
実
績

純
資
産
額
の
大
き
さ

評
価
会
社
に
よ
る
評
価

販
売
会
社
に
よ
る
販
売
ラ
ン
キ

ン
グ

販
売
会
社
に
よ
る
お
す
す
め

商
品
の
投
資
哲
学
・
プ
ロ
セ
ス

S
N
S
に
よ
る
口
コ
ミ

環
境
貢
献
と
い
っ

た
社
会
的
責

任
へ
の
配
慮

そ
の
他

重
視
す
る
点
は
特
に
な
い

わ
か
ら
な
い

全体 (3,358) 52.5 51.3 34.2 33.4 25.0 24.0 19.3 16.6 8.4 7.1 6.3 4.6 4.6 4.3 0.2 3.5 2.8

30代以下 (637) 51.2 50.9 37.5 33.4 21.0 27.5 17.9 15.7 11.1 7.8 7.2 8.0 8.8 6.6 0.0 4.4 3.3

40代 (690) 50.1 54.1 40.1 34.5 24.6 28.0 14.1 16.2 7.4 10.6 6.1 6.4 6.8 5.4 0.6 3.5 2.5

50代 (657) 50.1 50.2 38.2 36.4 26.9 23.3 18.1 19.6 10.2 6.7 5.0 3.8 4.0 3.3 0.5 2.9 3.3

60～64歳 (367) 49.6 56.1 35.4 33.0 25.1 25.1 19.6 16.1 6.0 5.2 4.1 3.5 2.5 2.7 0.0 2.2 1.9

65～69歳 (281) 49.5 48.8 32.7 30.6 25.3 24.2 19.6 13.2 7.5 7.1 6.4 1.1 1.4 2.5 0.0 3.2 2.8

70代以上 (726) 60.6 48.5 22.2 31.0 27.0 17.4 26.3 16.5 6.9 4.7 8.1 2.8 1.8 3.6 0.1 3.9 2.6

2025年 (3,333) 50.7 49.6 34.0 33.5 23.5 22.1 19.4 15.9 8.9 6.6 6.3 4.5 4.6 4.3 0.3 3.2 3.1

2024年 (3,278) 53.8 52.6 37.1 35.5 23.0 22.8 16.6 10.0 8.1 8.8 5.9 4.7 0.8 2.2 2.8

1.8 1.7 0.2 ▲0.1 1.5 1.9 ▲0.1 0.7 ▲0.5 0.5 0.0 0.1 0.0 0.0 ▲0.1 0.3 ▲0.32025年（増減比）

19

○投資信託購入時に重視する点（年代別）
複数回答

２．有価証券の保有状況と投資に対する考え方
２－３．投資信託

• 投資信託購入時に重視する点は「安定性やリスクの低さ」が52.5%で最も高く、次いで、「成長性や収益性の高さ」が51.3%、「信
託報酬の安さ」が34.2%、「購入・販売手数料の安さ」が33.4%と続く。

• 年代別にみると、「安定性やリスクの低さ」や「分配金の頻度や実績」は70代以上で特に割合が高い傾向にある。

※投信保有者



© Japan Securities Dealers Association.All Rights Reserved.© Japan Securities Dealers Association.All Rights Reserved.

表中の数値は%

n=

証
券
会
社
の
イ
ン
タ
ー

ネ
ッ

ト

取
引

（
主
に
パ
ソ
コ
ン
や
タ
ブ

レ
ッ

ト
を
使
っ

た
取
引

）

証
券
会
社
の
イ
ン
タ
ー

ネ
ッ

ト

取
引

（
主
に
ス
マ
ー

ト
フ
ォ

ン

を
使
っ

た
取
引

）

銀
行
の
店
頭

（
店
舗
へ
の
電
話

注
文

、
営
業
員
が
訪
問
し
て
の

注
文
を
含
む

）

証
券
会
社
の
店
頭

（
店
舗
へ
の

電
話
注
文

、
営
業
員
が
訪
問
し

て
の
注
文
を
含
む

）

銀
行
の
イ
ン
タ
ー

ネ
ッ

ト
取
引

（
主
に
パ
ソ
コ
ン
や
タ
ブ
レ
ッ

ト
を
使
っ

た
取
引

）

銀
行
の
イ
ン
タ
ー

ネ
ッ

ト
取
引

（
主
に
ス
マ
ー

ト
フ
ォ

ン
を

使
っ

た
取
引

）

確
定
拠
出
年
金

（
i
D
e
C
o

等

）

投
資
信
託
の
運
用
会
社

（
直
接

販
売

）

金
融
商
品
仲
介
業
者

（
フ
ァ

イ

ナ
ン
シ
ャ

ル
・
プ
ラ
ン
ナ
ー

、

税
理
士

、

公
認
会
計
士
等

）

そ
の
他

全体 (3,358) 42.7 32.8 12.3 11.9 7.7 6.1 5.9 2.9 2.0 0.5

30代以下 (637) 33.6 59.7 5.5 5.7 8.2 9.7 8.5 2.5 4.4 0.5

40代 (690) 43.6 47.5 4.8 5.5 6.7 8.1 9.1 2.3 2.0 0.3

50代 (657) 43.5 32.3 11.6 6.7 6.5 6.5 9.7 3.0 1.5 0.2

60～64歳 (367) 57.5 21.8 13.4 10.4 7.1 4.1 4.4 2.5 1.4 1.1

65～69歳 (281) 45.6 14.6 16.7 17.1 8.5 4.6 0.4 5.0 1.1 0.7

70代以上 (726) 40.6 8.4 24.0 27.0 9.1 2.1 0.1 3.3 0.8 0.7

2025年 (3,333) 43.4 29.9 13.8 14.5 8.6 6.3 5.5 2.8 2.2 0.5

2024年 (3,278) 43.4 29.9 14.0 15.1 9.1 5.9 7.1 1.8 0.6

▲0.7 2.9 ▲1.5 ▲2.6 ▲0.9 ▲0.2 0.4 0.1 ▲0.2 0.02025年（増減比）

20

○投資信託の注文方法（年代別） 複数回答

※投信保有者

２．有価証券の保有状況と投資に対する考え方
２－３．投資信託

• 投資信託の注文方法は、「証券会社のインターネット取引」が中心で、最も高いのは「パソコンやタブレット」で42.7%、次いで「スマー
トフォン」が32.8%となる（本調査はインターネット調査であるため留意が必要）。

• 証券会社・銀行ともに、スマートフォンを使った取引は若年層ほど高く、店頭は高齢層ほど高くなる傾向にある。
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全体 (n=3,515)

30代以下 (n=533)

40代 (n=658)

50代 (n=590)

60～64歳 (n=387)

65～69歳 (n=321)

70代以上 (n=1,026)

2025年 (n=3,523)

2024年 (n=3,567)

57.1

59.8

58.4

58.3

53.7

60.1

54.6

54.9

58.5

12.8

10.7

11.6

10.5

15.0

10.0

16.0

12.9

11.6

5.0

6.0

5.5

4.6

4.4

3.7

5.0

5.9

4.9

5.8

1.7

3.0

4.2

5.9

9.0

9.6

7.2

7.4

0.9

0.8

0.6

0.5

0.8

1.9

1.3

1.4

1.4

9.2

9.9

12.0

11.5

11.9

5.9

5.8

10.1

7.8

9.1

11.1

9.0

10.3

8.3

9.3

7.8

7.6

8.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

株式数比例配分方式 登録配当金受領口座方式

個別銘柄指定方式のみ 配当金領収証方式のみ

個別銘柄指定方式及び配当金領収証方式の両方を利用 配当金等は受領していない

わからない

21

○上場株式等の配当金等受領方式（年代別）

２．有価証券の保有状況と投資に対する考え方
２－４．配当金等受領方式

• 上場株式等の配当金等受領方式は「株式数比例配分方式（証券会社の取引口座で受け取る方式）」が57.1%と過半数を占
める。

• 年代別にみると、｢配当金領収証方式（銀行又は郵便局等の窓口で受け取る方式）のみ｣は特に65歳以上で割合が高い。

※国内上場株式、ETF・REIT保有者
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表中の数値は%

n=

銀
行
又
は
郵
便
局
等
の
窓
口
で

現
金

を
受
け
取
り
た
い
か
ら

他
の
方
式
へ
の
変
更
手
続
き
が

分
か

ら
な
い

、
又
は
面
倒
だ
か
ら

他
の
受
領
方
式
を
選
択
で
き
る

こ
と

を
知
ら
な
か
っ

た
か
ら

証
券
会
社
に
銀
行
口
座
の
情
報

を
教

え
た
く
な
い
か
ら

そ
の
他

特
に
理
由
は
な
い

（
覚
え
て
い

な

い

）

全体 (238) 40.3 15.1 11.3 3.4 2.1 32.4

30代以下 (13) 30.8 15.4 7.7 7.7 0.0 38.5

40代 (24) 37.5 8.3 25.0 12.5 4.2 33.3

50代 (28) 42.9 25.0 14.3 3.6 0.0 21.4

60～64歳 (26) 34.6 15.4 7.7 0.0 0.0 42.3

65～69歳 (35) 31.4 8.6 22.9 0.0 0.0 37.1

70代以上 (112) 45.5 16.1 5.4 2.7 3.6 30.4

2025年 (301) 43.5 21.3 9.0 3.7 0.3 29.6

2024年 (314) 43.3 18.5 8.0 2.9 1.3 32.2

▲3.2 ▲6.2 2.3 ▲0.3 1.8 2.82025年（増減比）

22

複数回答

２．有価証券の保有状況と投資に対する考え方
２－４．配当金等受領方式

○配当金領収証方式を利用する理由（年代別） 複数回答

※配当金領収証方式の利用者

• 配当金領収証方式を利用する理由は、「銀行又は郵便局等の窓口で現金を受け取りたいから」が40.3%で最も高く、次いで「他の
方式への変更手続きが分からない、又は面倒だから」が15.1%と続く。
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全体 (n=5,000)

30代以下 (n=875)

40代 (n=958)

50代 (n=902)

60～64歳 (n=541)

65～69歳 (n=442)

70代以上 (n=1,282)

2025年 (n=5,000)

2024年 (n=5,000)

12.3

6.7

6.1

11.2

20.1

18.1

16.4

12.2

11.4

20.9

13.1

14.8

17.0

22.9

25.6

31.0

21.0

22.8

66.8

80.1

79.1

71.8

56.9

56.3

52.7

66.8

65.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現在持っている 以前持っていたが、現在は持っていない これまでに持ったことがない

47.4%

87.7%

23

○公社債（国債、地方債、社債、転換社債、金融債、円建外債など）保有経験（年代別）

• 公社債を「現在持っている」は12.3%、現在持っていない（「以前持っていたが、現在は持っていない」「これまでに持ったことがない」の
合計）は87.7%である。

• 年代別に公社債の保有経験（「現在持っている」「以前持っていたが、現在は持っていない」の合計）をみると、70代以上は５割弱
（47.4%）と他の年代と比べて高い傾向にある。

２．有価証券の保有状況と投資に対する考え方
２－５．公社債
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表中の数値は%
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額
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他

全体 (4,383) 31.9 30.3 25.8 11.8 9.5 9.2 6.6 6.3 5.7 5.6 5.4 1.0

30代以下 (816) 26.8 28.9 33.1 14.0 8.9 13.6 8.0 7.5 7.6 6.7 7.5 0.5

40代 (900) 28.3 28.7 29.9 10.2 10.3 11.4 7.6 6.8 7.6 6.7 6.6 0.6

50代 (801) 31.5 27.2 29.0 11.6 8.1 7.7 6.0 6.6 5.6 3.0 5.0 0.6

60～64歳 (432) 32.6 28.5 23.6 10.6 10.4 6.9 6.0 5.1 4.6 6.9 4.9 0.9

65～69歳 (362) 35.6 34.8 21.0 9.4 8.8 5.2 4.4 4.4 3.9 4.7 5.2 2.5

70代以上 (1,072) 37.3 34.2 17.2 12.8 10.0 7.5 6.3 5.9 3.6 5.6 3.3 1.5

24

○社債（国内で発行されたもの）を保有していない理由（年代別）

• 社債（国内で発行されたもの）を現在保有していない理由として、｢社債に興味がない｣が31.9%で最も高く、次いで「株式・投信よ
り魅力を感じない」が30.3%、「仕組みがわかりにくい」が25.8%と続く。

• 年代別にみると、若年層ほど「仕組みがわかりにくい」「元本割れが怖い」が高い傾向にある。

複数回答

新規設問
２．有価証券の保有状況と投資に対する考え方
２－５．公社債

※公社債を現在保有していない者
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全体 (n=5,000)

30代以下 (n=875)

40代 (n=958)

50代 (n=902)

60～64歳 (n=541)

65～69歳 (n=442)

70代以上 (n=1,282)

9.4

11.3

10.8

8.1

9.4

7.9

8.3

23.0

22.6

20.9

22.6

28.1

25.1

22.3

16.1

17.1

19.3

17.5

12.6

12.4

14.9

51.5

48.9

49.1

51.8

49.9

54.5

54.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

「ESG投資」について知っており、興味がある 「ESG投資」について知っているが、興味はない

知らない（聞いたこともない）が、興味はある 知らない（聞いたこともない）し、興味もない

32.4%

37.5%

25

ESG投資の認知状況等

２．有価証券の保有状況と投資に対する考え方
２－６．ESG投資、ESG債／SDGs債

• ESG投資を認知している者（「『ESG投資』について知っており、興味がある」「『ESG投資』について知っているが、興味はない」の合
計）は32.4%である。60～64歳が37.5%で世代間では最も割合が高い。

• ESG債／SDGs債を認知している者（「知っており、保有したことがある」「知っており、かつ興味もあるが、保有したことはない」「知って
いるが、特に興味はない」の合計）は28.3%である。30代以下が31.3%で世代間では最も割合が高い。

○ESG投資、ESG債／SDGs債の認知状況等（年代別）

ESG債／SDGs債の認知・保有状況

全体 (n=5,000)

30代以下 (n=875)

40代 (n=958)

50代 (n=902)

　60~64歳 (n=541)

　65~69歳 (n=442)

70代以上 (n=1,282)

2.5

4.8

3.0

1.2

1.7

1.8

2.0

8.4

11.1

9.2

7.5

7.6

5.9

7.9

17.4

15.4

17.6

17.4

20.5

19.2

16.8

19.7

18.9

22.2

22.3

17.4

15.8

18.9

52.0

49.8

47.9

51.6

52.9

57.2

54.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

「ESG債／SDGs債」について知っており、保有したことがある 「ESG債／SDGs債」について知っており、かつ興味もあるが、保有したことはない

「ESG債／SDGs債」について知っているが、特に興味はない 知らない（聞いたこともない）が、興味はある

知らない（聞いたこともない）し、興味もない

28.3%

31.3%

新規設問
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○ESG要素の投資判断への影響（年代別）

• 投資判断を行う際、その企業や商品のESG要素を意識している者（「とても意識している」「ある程度意識している」の合計）は
16.1%である。30代以下が18.7%で世代間では最も割合が高い。

• 短期的な価格変動があっても、ESG要素を考慮した投資は、一般的な投資と比べて、長期に保有したいと感じる者（「とてもそう感
じる」「ある程度そう感じる」の合計）は82.8%である。40代が91.0%で世代間では最も割合が高い。

新規設問２．有価証券の保有状況と投資に対する考え方
２－６．ESG投資、ESG債／SDGs債

ESG要素を意識した投資判断

ESG要素の長期投資への影響

※投資判断の際、当該企業や商品のESG要素を意識している者

全体 (n=5,000)

30代以下 (n=875)

40代 (n=958)

50代 (n=902)

　60~64歳 (n=541)

　65~69歳 (n=442)

70代以上 (n=1,282)

2.2

4.6

2.4

1.6

1.7

0.7

1.6

13.9

14.1

13.8

11.2

12.9

12.9

16.5

29.7

22.1

26.9

29.2

31.6

32.1

35.6

27.8

32.9

34.3

30.3

25.7

27.1

19.0

26.4

26.4

22.5

27.8

28.1

27.1

27.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

とても意識している ある程度意識している あまり意識していない まったく意識していない 分からない・考えたことはない

16.1%

18.7%

全体 (n=804)

30代以下 (n=163)

40代 (n=155)

50代 (n=115)

　60~64歳 (n=79)

　65~69歳 (n=60)

70代以上 (n=232)

15.8

26.4

20.0

12.2

8.9

13.3

10.3

67.0

56.4

71.0

67.0

77.2

66.7

68.5

9.1

10.4

4.5

7.8

6.3

13.3

11.6

1.1

1.2

1.9

1.7

1.3

0.0

0.4

7.0

5.5

2.6

11.3

6.3

6.7

9.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

とてもそう感じる ある程度そう感じる あまりそう感じない まったくそう感じない 分からない・考えたことはない

82.8%

91.0%
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表中の数値は%
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流
動
性
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低
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そ
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全体 (4,898) 46.8 33.5 26.8 14.9 9.4 7.1 2.0

30代以下 (839) 47.2 29.9 24.2 16.7 12.6 11.6 1.1

40代 (932) 44.6 31.2 25.4 15.2 10.2 9.3 1.2

50代 (892) 47.8 30.5 27.2 16.6 7.0 6.5 1.1

60～64歳 (529) 43.3 37.1 28.9 11.0 9.1 6.4 2.5

65～69歳 (439) 46.0 31.4 30.3 15.3 9.1 5.0 1.6

70代以上 (1,267) 49.0 39.1 27.1 13.8 8.4 4.1 3.7

2025年 (4,893) 43.3 29.9 23.6 14.2 5.2 6.8 2.5

2024年 (4,908) 48.4 33.6 28.0 14.5 11.8 6.7 2.3

3.5 3.6 3.2 0.7 4.2 0.3 ▲0.52025年（増減比）

２．有価証券の保有状況と投資に対する考え方
２－７．デリバティブ取引

27

○デリバティブ取引を行う理由／行わない理由（年代別） 複数回答

• デリバティブ取引を行う者は2.0%（102名）、デリバティブ取引を行わない者は98.0%（4,898名）。
• デリバティブ取引を行う理由は「リスクヘッジのため」が53.9%で最も高く、次いで「下落局面でも利益が期待できるため」が45.1%、

「少ない資金で大きな取引ができるため」が41.2%と続く。
• デリバティブ取引を行わない理由は｢馴染みが薄いため｣が46.8%で最も高く、次いで｢商品性や仕組みが分かりにくいため｣が

33.5%、「博打・投機的というネガティブなイメージがあるため」が26.8%と続く。

デリバティブ取引を行う理由

※デリバティブ保有者

※デリバティブ非保有者

デリバティブ取引を行わない理由

リスクヘッジのため

下落局面でも利益が期待できるため

少ない資金で大きな取引ができるため

夜間取引ができるため

その他

53.9

45.1

41.2

36.3

2.9

29.9

38.3

44.9

23.4

1.9

0% 20% 40% 60%

2026年（n=102）

2025年（n=107）
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全体 (n=5,000)
30代以下 (n=875)

40代 (n=958)
50代 (n=902)

60～64歳 (n=541)
65～69歳 (n=442)
70代以上 (n=1,282)

2025年 (n=5,000)
2024年 (n=5,000)

83.4

94.1

88.7

85.1

78.9

81.0

73.7

82.0

59.3

3.1

1.9

3.5

4.7

3.5

2.9

2.5

3.3

17.4

13.4

4.0

7.7

10.2

17.6

16.1

23.8

14.7

23.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

開設済み 今後申し込む予定である 申し込むつもりはない

86.5%

28

３．NISA口座の利用状況等
３－１．新NISA口座の開設状況

○新NISA口座の開設状況（年代別）

新NISA

• 新NISA口座を開設している者は83.4%、今後申し込み予定者を含めると86.5%で、前回調査と同様、割合が高い傾向にある。
• 新NISAは「開設済」の割合が高い傾向にあり、30代以下では9割を超える（94.1%）。

新NISA口座開設済 (n=4,171)

今後申し込む予定である (n=157)

申し込むつもりはない (n=672)

2025年・新NISA口座開設済 (n=4,101)

2024年・新NISA口座開設済 (n=2,965)

19.7

10.8

5.2

20.0

22.7

20.4

21.7

11.0

20.5

21.7

18.4

26.8

13.7

17.7

16.3

10.2

12.1

14.1

10.5

11.6

8.6

8.3

10.6

8.1

9.2

22.7

20.4

45.4

23.2

18.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

30代以下 40代 50代 60～64歳 65～69歳 70代以上
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ウェイト平均

（万円）

新NISA口座開設済 (n=4,171) 462

今後申し込む予定である (n=157) 446

申し込むつもりはない (n=672) 376

2025年・新NISA口座開設済 (n=4,101) 450

2024年・新NISA口座開設済 (n=2,965) 471

39.8

40.1

54.6

40.9

36.7

24.8

27.4

22.0

26.0

26.5

16.5

14.6

9.8

15.8

17.6

11.5

10.8

8.6

10.3

12.2

7.4

7.0

4.9

7.1

4.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

300万円未満 ～500万円未満 ～700万円未満 ～1,000万円未満 1,000万円以上

64.6%

29

○新NISA口座の開設状況（個人年収別・金融資産保有額別）

個人収入別

金融資産保有額別

３．NISA口座の利用状況等
３－１．新NISA口座の開設状況

• 新NISA口座開設者の個人年収は｢300万円未満｣が39.8%で最も高く、500万円未満が64.6%を占める。
• 新NISA口座開設者の金融資産保有額は500万円未満が37.2%を占める。

※新NISA口座開設者

ウェイト平均

（万円）

新NISA口座開設済 (n=4,171) 1,800

今後申し込む予定である (n=157) 1,425

申し込むつもりはない (n=672) 1,761

2025年・新NISA口座開設済 (n=4,101) 1,703

2024年・新NISA口座開設済 (n=2,965) 1,745

13.4

17.8

17.0

14.1

14.2

12.1

13.4

11.0

12.9

12.8

11.7

14.6

9.5

12.2

11.6

16.1

19.7

14.4

15.9

17.0

24.9

19.7

26.8

25.3

23.3

21.9

14.6

21.3

19.6

21.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100万円未満 300万円未満 ～500万円未満

～1,000万円未満 ～3,000万円未満 3,000万円以上

37.2%※新NISA口座開設者
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は
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全体 (4,171) 42.8 30.4 30.3 25.8 14.6 12.3 11.8 10.8 10.0 8.6 7.4 5.3 0.2 28.3

30代以下 (823) 59.3 35.0 30.4 37.4 23.0 19.1 16.3 15.2 14.2 11.7 11.2 10.2 0.1 16.5

40代 (850) 55.9 33.4 32.6 35.1 16.9 14.9 14.9 12.8 11.4 12.0 9.8 6.5 0.0 19.2

50代 (768) 48.6 33.6 32.8 28.3 16.8 13.4 13.3 11.3 11.8 9.8 6.9 4.3 0.4 24.6

60～64歳 (427) 33.3 31.1 28.8 21.5 12.9 9.4 9.4 9.1 7.5 7.3 7.7 4.7 0.5 30.2

65～69歳 (358) 31.0 28.8 27.9 16.2 8.9 8.9 9.5 8.1 5.3 5.0 3.6 2.5 0.0 35.8

70代以上 (945) 21.0 21.3 27.5 10.9 6.1 5.8 5.7 6.5 6.5 3.8 3.7 2.1 0.3 45.9

2025年 (4,101) 37.2 25.0 25.3 22.1 12.0 9.5 8.7 8.7 8.1 6.5 6.7 5.6 0.2 33.5

2024年 (2,965) 41.8 29.6 26.8 16.4 9.7 23.2 13.6 6.9 7.8 5.7 0.2 30.9

5.6 5.4 5.0 3.7 2.6 2.8 3.1 2.1 1.9 2.1 0.7 ▲0.3 0.0 ▲5.22025年（増減比）
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３．NISA口座の利用状況等
３－２．新NISA開始前後での行動変化

○新NISA開始前後での行動変化（年代別）

• 新NISA口座の開設前後での行動変化としては、「資産形成についてより興味を持つようになった」が42.8%と最も高く、次いで
「NISA口座での投資を始めた」が30.4%、「新NISAを今後も利用したいと思うようになった」が30.3%と続く。これら上位３項目は、
前回調査から５ポイント以上増加している。

複数回答

※新NISA口座開設者
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表中の数値は%

n=

大
き
な
資
金
が
な
く
て

も

、
少
額
か
ら

投
資
が
始
め
ら
れ
る
こ

と
が
分
か
っ

た

長
期
投
資
や
分
散
投
資

を
意
識
す
る
よ

う
に
な
っ

た

投
資
が
身
近
に
感
じ
ら

れ

、
投
資
へ
の

ハ
ー

ド
ル
が
下
が
っ

た

預
貯
金
だ
け
で
は
な
く

、
投
資
を
通
じ

た
資
産
形
成
の
必
要
性

を
感
じ
る
よ
う

に
な
っ

た

ラ
イ
フ
プ
ラ
ン
や
マ
ネ
ー

プ
ラ
ン
に
つ

い
て
考
え
る
よ
う
に
な
っ

た

投
資
が
怖
い
も
の
で
は

な
く
な
っ

た

有
価
証
券
の
値
動
き
に

一
喜
一
憂
し
な

く
な
っ

た

投
資
は
難
し
い
も
の
だ

と
思
う
よ
う
に

な
っ

た

損
失
が
出
た
こ
と
で
投

資
の
怖
さ
を
実

感
し
た

そ
の
他

特
に
変
化
は
な
い

全体 (4,231) 38.2 28.7 27.8 27.4 17.5 16.9 12.5 7.3 6.2 0.2 26.3

30代以下 (827) 50.2 30.1 36.4 29.4 25.8 27.0 14.8 7.1 8.5 0.2 16.0

40代 (864) 49.0 33.1 35.9 32.1 23.3 23.7 14.2 7.3 7.4 0.2 16.2

50代 (774) 40.6 31.7 31.3 29.8 20.9 18.7 15.0 7.5 5.3 0.1 21.3

60～64歳 (430) 32.3 29.3 22.8 29.3 15.3 10.2 7.9 5.6 5.3 0.0 28.6

65～69歳 (363) 28.4 22.9 20.4 19.3 9.6 9.1 11.0 7.4 4.4 0.0 36.6

70代以上 (973) 22.8 23.0 15.5 21.7 6.7 6.6 9.8 7.8 5.1 0.3 43.3

2025年 (4,158) 35.1 26.3 23.6 23.2 15.9 13.0 13.0 9.0 8.0 0.3 30.9

2024年 (4,001) 37.9 29.5 26.0 26.8 17.4 14.5 11.7 7.1 5.4 0.3 32.0

3.1 2.4 4.2 4.2 1.6 3.9 ▲0.5 ▲1.7 ▲1.8 ▲0.1 ▲4.62025年（増減比）
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３．NISA口座の利用状況等
３－３．NISA口座開設による投資イメージの変化

○NISA口座開設による投資イメージの変化（年代別）

• NISA口座開設による投資イメージの変化では「大きな資金がなくても、少額から投資が始められることが分かった」が38.2%で最も高
く、次いで「長期投資や分散投資を意識するようになった」が28.7%、「投資が身近に感じられ、投資へのハードルが下がった」が
27.8%、「預貯金だけではなく、投資を通じた資産形成の必要性を感じるようになった」が27.4%と続く。

• 若年層ほどイメージの変化が大きく、「大きな資金がなくても、少額から投資が始められることが分かった」「投資が身近に感じられ、投
資へのハードルが下がった」「ライフプランやマネープランについて考えるようになった」「投資が怖いものではなくなった」の項目が高い傾向
にある。

複数回答

※NISA口座開設者
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表中の数値は% n=

定

額

で

奨

励

金

を

受

け

取

っ

て

い

る

（

月

１

千

円
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）
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額

で
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励
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受

け
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っ
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る

（

月

１

千

円
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～

２

千

円
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下

）

定

額

で

奨

励

金

を

受

け
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っ

て

い

る

（

月

２

千

円

超

）

定

率

で

奨

励

金

を

受

け

取

っ

て

い

る

（

拠

出

額

に

対

し

て

５

％

以

下

）

定

率

で

奨

励

金

を

受

け

取

っ

て

い

る

（

拠

出

額

に

対

し

て

５

％

超

～

1

0

％

以

下

）

定

率

で

奨

励

金

を

受

け

取

っ

て

い

る

（

拠

出

額

に

対

し

て

１

０

％

超

）

受

け

取

っ

て

い

る

奨

励

金

額

は

わ

か

ら

な

い

利

用

し

て

い

な

い

導

入

さ

れ

て

奨

励

金

が

付

け

ば

利

用

し

た

い

導

入

さ

れ

て

も

既

に

N

I

S

A

口

座

を

持

っ

て

い

る

の

で

利

用

し

な

い

導

入

さ

れ

て

も

既

に

N

I

S

A

口

座

を

持

っ

て

い

る

以

外

の

理

由

か

ら

利

用

し

な

い

勤

務

先

で

職

場

つ

み

た

て

N

I

S

A

が

導

入

さ

れ

て

い

る

か

ど

う

か

わ

か

ら

ず

、

利

用

し

て

い

な

い

そ

の

他

全体 (2,852) 2.8 3.1 1.5 1.8 1.1 0.5 0.9 2.3 12.1 27.7 10.2 18.7 17.3

30代以下 (706) 5.7 4.5 1.7 3.3 3.0 0.7 1.4 2.4 14.2 28.6 6.4 19.4 8.8

40代 (772) 2.8 3.5 2.5 1.9 0.6 0.3 0.9 1.9 15.4 29.9 8.7 20.2 11.3

50代 (663) 2.0 3.2 1.2 0.9 0.8 0.2 1.2 2.4 13.4 31.8 11.8 17.6 13.6

60～64歳 (327) 0.6 2.1 0.9 0.9 0.3 0.9 0.3 1.2 7.3 28.1 15.0 16.8 25.4

65～69歳 (171) 0.0 0.6 0.6 1.8 0.0 0.0 0.0 2.3 4.1 22.2 14.0 18.7 35.7

70代以上 (213) 1.9 0.5 0.5 0.5 0.0 0.9 0.5 4.2 2.8 7.5 12.7 16.9 51.2

2025年 (2,699) 3.4 3.2 2.0 2.0 1.3 0.4 1.0 1.8 11.9 25.3 11.4 20.7 15.6

▲0.6 ▲0.1 ▲0.5 ▲0.2 ▲0.2 0.1 ▲0.1 0.5 0.2 2.4 ▲1.2 ▲2.0 1.7

勤務先で職場つみたてNISAが

導入されている

勤務先で職場つみたてNISAが

導入されていない
その他

2025年（増減比）

14.0% 50.0% 36.0%
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• 勤務先における職場つみたてNISAの導入状況について、「導入されている」は14.0%、「導入されていない」は50.0%、「その他」は
36.0%である。

• 「勤務先で職場つみたてNISAが導入されておらず、導入されても既にNISA口座を持っているので利用しない」が27.7%で最も高く、
次いで「勤務先で職場つみたてNISAが導入されているかどうかわからず、利用していない」が18.7%、「導入されて奨励金が付けば利
用したい」が12.1%と続く。

○職場つみたてNISA（年代別）

３．NISA口座の利用状況等
３－４．職場つみたてNISA

※「学生」「専業主婦（主夫）」
「パート・アルバイト・フリーター」「無
職・年金のみ」「その他」の者を除く
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表中の数値は% n=

売

買

益
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非

課

税

で

あ

る

こ

と

配

当

金

が

非
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・

積

立

・

分

散

投

資

に

よ

り

リ

ス

ク

を
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ら

れ
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経
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に
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い

て

の

知

識

が
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た

こ

と

投

資

が

怖

い

も

の

・

ハ

ー

ド

ル

が

高

い

も

の

で

は

な

く

な

っ

た

こ

と

ラ

イ

フ

プ

ラ

ン

や

マ

ネ

ー

プ

ラ

ン

に

つ

い

て

考

え

る

よ

う

に

な

っ

た

こ

と

金

融

機

関

の

サ

ー

ビ

ス

そ

の

他

何

に

投

資

す

れ

ば

よ

い

か

分

か

ら

な

か

っ

た

こ

と

投

資

し

た

い

商

品

が

な

か

っ

た

こ

と

制

度

の

内

容

が

よ

く

分

か

ら

な

か

っ

た

こ

と

資

産

が

増

え

な

か

っ

た

こ

と

毎

月

分

配

型

の

投

資

信

託

を

購

入

で

き

な

い

こ

と

制

度

が

不

便

だ

っ

た

こ

と

金

融

機

関

の

サ

ー

ビ

ス

そ

の

他

全体 (4,171) 64.2 54.9 38.1 18.2 16.1 15.5 14.0 13.2 3.0 0.5 23.6 10.4 10.1 7.2 6.4 6.1 3.4 12.6 7.1

30代以下 (823) 57.1 49.5 54.1 27.3 19.7 21.9 26.4 22.0 6.0 0.0 26.4 9.4 10.6 5.2 6.0 6.1 4.4 8.0 5.0

40代 (850) 61.9 50.0 45.8 23.6 18.9 20.7 17.5 15.9 3.8 0.1 25.8 9.8 11.3 7.8 4.8 6.9 3.5 9.6 5.1

50代 (768) 65.5 54.0 41.8 20.7 16.5 19.7 14.8 14.1 2.1 0.0 23.8 10.5 9.8 5.6 6.3 6.8 3.3 14.5 5.6

60～64歳 (427) 69.3 60.0 33.5 13.1 12.9 10.1 7.3 10.5 2.3 0.7 25.8 12.6 9.1 7.0 8.7 5.6 2.8 16.2 5.2

65～69歳 (358) 70.1 62.3 28.8 11.2 10.1 6.1 7.8 7.5 1.7 2.0 21.8 9.8 8.1 8.1 5.3 5.6 2.8 15.6 9.2

70代以上 (945) 66.9 59.6 20.1 8.3 13.8 7.8 5.0 5.9 1.5 1.0 18.6 10.9 10.2 9.5 7.6 5.2 3.1 14.8 12.1

2025年 (4,101) 61.8 53.6 22.7 16.2 14.3 14.6 11.0 11.3 2.9 0.6 19.4 9.9 10.2 17.7 6.3 7.5 3.1 9.8 8.6

2.4 1.3 15.4 2.0 1.8 0.9 3.0 1.9 0.1 ▲0.1 4.2 0.5 ▲0.1 ▲10.5 0.1 ▲1.4 0.3 2.8 ▲1.5

よくなかったこと 無

回

答

よかったこと

2025年（増減比）
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• 新NISA利用でよかったことは「売買益が非課税であること」が64.2%で最も高く、「配当金が非課税であること」が54.9%で続く。
• 新NISA利用でよくなかったこととしては「何に投資すればよいか分からなかったこと」が23.6%で最も高く、「投資したい商品がなかった

こと」が10.4%で続く。
• 若年層ほど「資産が増えたこと」「長期・積立・分散投資によりリスクを抑えつつ投資ができることを知ったこと」「経済や金融についての

知識がついたこと」「投資が怖いもの・ハードルが高いものではなくなったこと」「ライフプランやマネープランについて考えるようになったこと」が
高い傾向にある。

○新NISA利用でよかったこと／よくなかったこと（年代別） 複数回答

※新NISA口座開設者

３．NISA口座の利用状況等
３－５．新NISA利用でよかったこと／よくなかったこと
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○NISA口座非利用理由（年代別・NISA口座開設状況別）

３．NISA口座の利用状況等
３－６．NISA口座非利用理由

• NISA口座非利用理由として、｢NISA以外の口座（一般口座・特定口座）を利用しているため｣が22.0%で最も高く、次いで｢日
常の支出が多く投資に回す余裕がないため｣が20.4%、「購入したい商品がなかったため」が16.1%と続く。

• 新NISA口座を開設したものの購入に至らなかったといった新NISA口座開設済1,481名の理由として、｢日常の支出が多く投資に
回す余裕がないため｣が24.4%で最も高く、次いで｢NISA以外の口座（一般口座・特定口座）を利用しているため｣が20.7%、
「購入したい商品がなかったため」が20.1%と続く。

複数回答

新規設問

※現在NISAを利用していない者

表中の数値は%
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座
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座

・
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が
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に

大
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あ
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に

回

す
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な

い

た
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（
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宅

購

入

、

進

学

、
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、

車
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N

I

S

A

口

座

の

開

設

手

続

き

が

難

し

い

た

め

そ

の

他

特

に

理

由

は

な

い

全体 (2,310) 22.0 20.4 16.1 10.6 7.4 5.6 2.6 3.4 34.0

30代以下 (366) 24.9 28.7 23.2 17.5 13.9 6.6 1.6 2.2 22.1

40代 (426) 22.8 28.2 20.7 19.7 10.6 7.5 1.9 1.2 20.4

50代 (406) 20.2 25.4 14.5 12.6 6.4 8.6 3.4 3.7 27.3

60～64歳 (261) 21.8 16.1 16.5 8.4 5.7 6.1 4.6 2.3 36.0

65～69歳 (210) 24.8 11.0 13.3 3.3 3.8 3.8 0.5 4.3 44.3

70代以上 (641) 20.3 12.2 10.8 2.5 4.2 2.2 2.8 5.5 49.8

新NISA口座開設済 (1,481) 20.7 24.4 20.1 13.7 9.0 5.9 0.0 2.0 29.6

今後申し込む予定である (157) 30.6 17.8 12.7 7.0 11.5 5.7 10.8 3.8 25.5

申し込むつもりはない (672) 22.9 12.2 8.2 4.5 3.1 4.8 6.3 6.4 45.5

※現在NISAを利用していない2,310名は、
新NISA口座を開設している者（4,171
名）であるものの現在NISAを利用していな
い（購入に至らなかった）1,481名と、新
NISA口座を開設していない829名（「今
後申し込む予定である（157名）」「申し
込むつもりはない（672名）」の合計）の
合計
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全体 (n=4,231)

30代以下 (n=827)

40代 (n=864)

50代 (n=774)

60～64歳 (n=430)

65～69歳 (n=363)

70代以上 (n=973)

2025年 (n=4,158)

全体 (n=4,231)

30代以下 (n=827)

40代 (n=864)

50代 (n=774)

60～64歳 (n=430)

65～69歳 (n=363)

70代以上 (n=973)

2025年 (n=4,158)

67.4

82.2

76.5

70.0

63.7

57.3

49.8

64.0

32.6

17.8

23.5

30.0

36.3

42.7

50.2

36.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

はい いいえ

43.4

59.0

53.4

39.3

37.4

32.0

31.3

42.7

56.6

41.0

46.6

60.7

62.6

68.0

68.7

57.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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• 未成年者（18歳未満）の子や孫がNISAの口座開設ができるようになった場合、子や孫に開設を勧めたいと67.4%が考えており、
勧めたい割合が高い傾向にある。

• 未成年者の子や孫がNISAの口座開設ができるようになった場合、子や孫の運用資金を援助したいと考える人は43.4%で、同様に
援助したい割合が高い傾向にある。

○未成年者のNISA口座開設推奨／資金援助（年代別）

開設を勧めたい

資金を援助したい

３．NISA口座の利用状況等
３－７．新NISA制度変更要望

※NISA口座開設者

※NISA口座開設者
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全体 (n=4,231)

30代以下 (n=827)

40代 (n=864)

50代 (n=774)

60～64歳 (n=430)

65～69歳 (n=363)

70代以上 (n=973)

2025年 (n=4,158)

全体 (n=4,231)

30代以下 (n=827)

40代 (n=864)

50代 (n=774)

60～64歳 (n=430)

65～69歳 (n=363)

70代以上 (n=973)

10.3

18.1

12.3

8.8

8.1

8.3

4.6

41.9

46.6

43.9

45.1

38.6

36.1

37.4

29.7

21.2

26.0

30.2

33.3

35.3

36.0

17.3

13.1

17.5

15.4

19.3

19.3

20.9

0.8

1.1

0.3

0.5

0.7

1.1

1.1

とても購入したい ある程度購入したい あまり購入したくない まったく購入したくない その他

52.2% 47.0%

10.7

18.3

12.8

10.1

8.6

8.0

4.9

39.4

45.7

40.9

43.0

34.2

31.4

35.1

29.0

20.0

26.2

27.8

34.4

36.6

34.8

20.2

15.1

20.0

18.5

22.3

23.1

24.2

0.7

1.0

0.1

0.6

0.5

0.8

0.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

とても購入したい ある程度購入したい あまり購入したくない まったく購入したくない その他

53.4 46.6

購入したい 購入したくない

50.1% 49.2%
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○NISA口座での毎月分配型投資信託の購入（年代別）

３．NISA口座の利用状況等
３－７．新NISA制度変更要望

• 毎月分配型投資信託がNISAで購入できるようになった場合、「購入したい」（「とても購入したい」「ある程度購入したい」合計）は
50.1%、「購入したくない」（「あまり購入したくない」「まったく購入したくない」合計）は49.2%である。

• 「配当等収益」のみを分配する毎月分配型投資信託がNISAで購入できるようになった場合、「購入したい」は52.2%、「購入したく
ない」は47.0%である。

※NISA口座開設者

（注）今回調査から選択肢を「とても購入したい」「ある程度購入したい」「あまり購入したくない」「まったく購入したくない」に変更する修正を行った。

毎月分配型投資信託

「配当等収益」のみを分配する
毎月分配型投資信託

新規設問
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全体 (n=5,000)

20代以下 (n=270)

30代 (n=605)

40代 (n=958)

50代 (n=902)

60～64歳 (n=541)

65～69歳 (n=442)

70代以上 (n=1,282)

2025年 (n=5,000)

2024年 (n=5,000)

23.4

25.6

27.6

29.4

29.0

26.2

19.0

12.9

22.8

22.9

35.0

38.9

39.3

42.9

39.1

32.5

31.2

25.8

32.6

34.9

25.4

19.3

20.3

16.4

19.5

24.0

31.0

38.6

25.7

26.4

16.1

16.3

12.7

11.3

12.3

17.2

18.8

22.7

18.9

15.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

確定拠出年金の内容は既に知っていた やや曖昧なところもあるが、確定拠出年金の内容は概ね知っていた

制度があることは知っていたが、確定拠出年金の内容は知らなかった 制度があることを知らなかった

58.4%
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○確定拠出年金の認知状況（年代別）

４．確定拠出年金の認知・加入状況

• 確定拠出年金を認知していた者（「既に知っていた」「概ね知っていた」の合計）は58.4%である。
• 年代別にみると、若年層の認知度は高く、50代以下は6割を超える。
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表中の数値は%

n=

企
業
型
確
定
拠
出
年
金
に
加
入

し
て
い
る

企
業
型
確
定
拠
出
年
金
に
加
入

し
て
い
な
い

表中の数値は%

n=

i
D
e
C
o
に
加
入
し
て
い
る

i
D
e
C
o
に
加
入
し
て
い
な

い
が

、
今
後
加
入
を
検
討
し
て

い
る

i
D
e
C
o
に
加
入
し
て
い
な

い
が

、
i
D
e
C
o
に
つ
い
て

関
心
は
あ
る

i
D
e
C
o
に
加
入
し
て
お
ら

ず

、
i
D
e
C
o
に
つ
い
て
関

心
は
な
い

全体 (3,718) 28.5 71.5 全体 (3,718) 26.3 4.4 23.1 46.1

20代以下 (270) 35.9 64.1 20代以下 (270) 24.1 11.5 26.7 37.8

30代 (605) 33.1 66.9 30代 (605) 28.1 7.3 29.8 34.9

40代 (958) 35.0 65.0 40代 (958) 34.1 5.1 28.9 31.8

50代 (902) 32.5 67.5 50代 (902) 31.2 3.0 23.6 42.2

60～64歳 (541) 16.8 83.2 60～64歳 (541) 20.7 2.2 12.9 64.1

65～69歳 (442) 9.5 90.5 65～69歳 (442) 5.4 0.5 10.6 83.5

2025年 (3,718) 20.5 23.3 2025年 (3,718) 20.8 4.5 14.6 34.5

2024年 (3,763) 21.2 2024年 (3,763) 22.3

8.0 48.2 5.5 ▲0.1 8.5 11.62025年（増減比） 2025年（増減比）
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○確定拠出年金の加入状況（年代別）

４．確定拠出年金の認知・加入状況

• 「企業型確定拠出年金に加入している」は28.5%、「iDeCoに加入している」は26.3%である。
• 年代別にみると、50代以下では企業型確定拠出年金、iDeCoともに２割以上が加入している。
• 前回調査と比べて、企業型確定拠出年金、iDeCoともに加入者が５ポイント以上増加している。

※70歳未満

（注）前回調査では、企業型確定拠出年金とiDeCoの加入状況を１問でまとめていたが、今回調査からそれぞれ独立した設問に分割した。

企業型確定拠出年金 iDeCo

※70歳未満
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○確定拠出年金の毎月の拠出額（年代別）

４．確定拠出年金の認知・加入状況

• 確定拠出年金の毎月の拠出額は「２万円以上３万円未満」が28.8%で最も高く、次いで｢１万円以上２万円未満｣が26.0%を
占め、３万円未満が88.3%を占める。推計の平均拠出額は18,211円である。

• 年代別でみると、50代の推計の平均拠出額が19,883円で最も高く、40～64歳では拠出額が２万円以上の割合が４割を超え、
若年層と比べ高い傾向にある。

※70歳未満の確定拠出年金加入者

ウェイト

平均

（円）

全体 (n=1,543) 18,211

20代以下 (n=113) 16,894

30代 (n=279) 16,002

40代 (n=498) 18,736

50代 (n=433) 19,883

60～64歳 (n=166) 18,130

65～69歳 (n=54) 14,370

2025年 (n=1,419) 19,169

2024年 (n=1,508) 18,743

15.6

17.7

17.9

12.0

10.6

21.7

51.9

15.1

13.7

17.9

21.2

23.3

17.9

17.3

11.4

7.4

16.8

18.6

26.0

31.9

26.9

27.5

25.4

23.5

7.4

25.6

29.2

28.8

14.2

23.7

30.7

33.5

31.9

20.4

28.6

25.6

5.1

8.0

2.5

5.4

5.1

6.0

5.6

5.4

4.1

1.9

3.5

1.4

2.4

2.1

0.6

0.0

1.7

2.7

2.3

0.0

3.6

1.8

3.0

1.2

1.9

3.1

2.4

2.5

3.5

0.7

2.2

3.0

3.6

5.6

3.7

3.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

5,000円未満 ～10,000円未満 ～20,000円未満 ～30,000円未満 ～40,000円未満 ～50,000円未満 ～56,000円未満 56,000円以上

88.3%
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表中の数値は% n=

①大手証券 ②ネット証券 ③地域証券

（地場証券）

④その他の証券

（①～③以外）

⑤銀行（ゆうちょ

銀行を除く）・信

用金庫・信用組

合

⑥郵便局

（ゆうちょ銀行）

⑦投資信託を直

接販売する会社

⑧その他の金融

機関

⑨無回答

全体 (4,231) 16.5 64.9 1.6 1.0 9.8 1.7 0.8 2.2 1.4

30代以下 (827) 10.9 77.6 1.0 0.8 5.3 1.6 1.1 1.2 0.5

40代 (864) 8.7 78.9 1.3 0.5 4.7 2.4 0.2 1.6 1.6

50代 (774) 11.6 68.6 1.3 1.3 10.2 2.1 0.8 3.4 0.8

60～64歳 (430) 13.3 65.8 0.9 1.4 13.7 2.6 0.2 1.4 0.7

65～69歳 (363) 24.5 49.9 2.5 0.8 14.9 1.1 1.1 3.9 1.4

70代以上 (973) 30.7 43.7 2.5 1.4 14.3 0.8 1.2 2.5 2.9

2025年 (4,158) 18.3 61.8 1.7 1.3 10.4 1.4 0.9 2.9 1.4

▲1.8 3.1 ▲0.1 ▲0.3 ▲0.6 0.3 ▲0.1 ▲0.7 0.0

全体 (5,000) 30.0 51.2 3.0 2.1 20.5 12.8 2.0 5.7 11.0

30代以下 (875) 17.1 56.3 3.0 1.0 19.5 14.6 1.4 6.1 14.5

40代 (958) 21.5 61.2 1.3 0.7 18.5 11.5 1.6 5.7 12.1

50代 (902) 24.2 53.3 3.1 2.1 19.0 12.2 2.4 7.4 12.6

60～64歳 (541) 37.0 49.9 3.7 3.1 20.7 11.6 2.0 3.9 10.2

65～69歳 (442) 38.9 45.5 2.7 1.8 22.2 13.8 3.2 4.5 10.6

70代以上 (1,282) 43.4 41.2 3.9 3.4 23.2 13.3 2.2 5.2 7.3

2025年 (5,000) 31.8 50.6 2.7 1.8 19.9 12.5 1.8 3.4 13.3

▲1.8 0.6 0.3 0.3 0.6 0.3 0.2 2.3 ▲2.3

2025年（増減比）

2025年（増減比）
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• NISA口座の開設先金融機関は「ネット証券」が64.9%で半数を超え、次いで「大手証券」が16.5%、「銀行」が9.8%と続く。
• NISA口座以外の開設先金融機関は同様に「ネット証券」が51.2%、「大手証券」が30.0%、「銀行」が20.5%と続く。

○NISA口座・NISA口座以外（一般口座・特定口座）の開設先（年代別） NISA口座以外：複数回答

NISA口座保有金融機関

NISA口座以外（一般口座・特定口座）保有金融機関

５．金融機関の利用状況等

※NISA口座開設者
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• 有価証券の取引で主に利用されている金融機関は「ネット証券」が59.9%で半数を超え、「大手証券」が21.6%、「銀行」が8.5%
と続く。

• 年代別でみると、若年層ほど「ネット証券」の割合が高く、「大手証券」の割合が低くなる傾向にある。

○有価証券の取引で主に利用されている金融機関（年代別）

５．金融機関の利用状況等 新規設問

表中の数値は% n=

①大手証券 ②ネット証券 ③地域証券

（地場証券）

④その他の証券

（①～③以外）

⑤銀行（ゆうちょ

銀行を除く）・信

用金庫・信用組

合

⑥郵便局

（ゆうちょ銀行）

⑦投資信託を直

接販売する会社

⑧その他の金融

機関

全体 (5,000) 21.6 59.9 1.6 1.3 8.5 2.1 1.0 4.1

30代以下 (875) 12.7 73.8 0.9 0.5 4.6 2.1 0.6 4.9

40代 (958) 11.1 76.8 0.8 0.5 4.3 2.0 0.4 4.1

50代 (902) 16.0 64.1 1.4 1.2 8.3 2.4 1.2 5.3

60～64歳 (541) 21.8 57.3 1.3 2.0 10.9 3.0 0.7 3.0

65～69歳 (442) 30.3 47.1 1.8 0.7 12.9 1.6 1.1 4.5

70代以上 (1,282) 36.3 40.2 2.7 2.3 12.1 1.8 1.5 3.0
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○現在取引のある金融機関のイメージ

５．金融機関の利用状況等

• 現在取引のある金融機関のイメージとして、大手証券、地域証券（地場証券）、その他の証券では「取引や問い合わせに誠実に
対応してくれるので、信頼できる」が最も高く、ネット証券、銀行（ゆうちょ銀行を除く）・信用金庫・信用組合、郵便局（ゆうちょ銀
行）、投資信託を直接販売する会社、その他の金融機関では「よく利用するので、身近である」が最も高い。

• ネット証券では｢証券投資をする人が増えているので、将来性がある｣が27.1%、地域証券（地場証券）では｢取引や問い合わせに
誠実に対応してくれるので、信頼できる｣が33.9%と他の金融機関よりも高い傾向にある。

複数回答

新規設問

※現在取引のある金融機関

表中の数値は%

n=

商

品

の

提

案
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、

積

極

的

で
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に
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頼
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役
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投

資
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す
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で
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将
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電

話
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訪
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で

の
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誘
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し

つ

こ

い

メ

ー

ル

広

告

や

ウ

ェ

ブ

広

告

を

通

じ

た

勧

誘

が

し

つ

こ

い

手

続

き

や

問

い

合

わ

せ

に

時

間

が

か

か

る

こ

と

が

多

く

、

対

応

が

遅

い

あ

ま

り

取

引

し

て

い

な

い

の

で

、

敷

居

が

高

い

周

囲

に

利

用

し

て

い

る

人

が

い

な

い

の

で

、

敷

居

が

高

い

証

券

口

座

へ

の

不

正

ア

ク

セ

ス

な

ど

の

ニ

ュ

ー

ス

を

知

っ

て

、

あ

ま

り

信

頼

で

き

な

い

こ

れ

ま

で

の

取

引

経

験

か

ら

、

あ

ま

り

信

頼

で

き

な

い

そ

の

他

①大手証券 (1,758) 20.0 26.3 26.5 15.5 24.7 12.3 6.3 2.4 7.7 19.9 3.3 3.0 5.1 4.7

②ネット証券 (3,485) 9.0 64.2 7.5 9.8 17.3 27.1 1.8 2.9 3.4 3.5 2.0 4.8 1.1 3.8

③地域証券（地場証券） (186) 18.8 33.3 33.9 13.4 9.1 9.7 12.4 4.3 4.8 14.5 4.8 3.2 3.2 4.3

④その他の証券（①～③以外） (127) 18.1 26.0 29.9 10.2 12.6 14.2 7.9 3.9 3.1 15.7 3.1 3.1 6.3 7.1

⑤銀行（ゆうちょ銀行を除く）・信用金庫・信用組合 (1,188) 10.9 61.3 27.7 16.2 9.3 5.7 2.9 1.9 6.6 6.3 2.3 2.0 3.0 2.2

⑥郵便局（ゆうちょ銀行） (678) 6.2 64.2 15.6 12.1 5.8 5.5 2.2 2.4 5.6 9.3 2.9 2.8 3.7 2.5

⑦投資信託を直接販売する会社 (125) 24.0 33.6 26.4 14.4 22.4 20.8 5.6 6.4 6.4 10.4 5.6 5.6 4.8 1.6

⑧その他の金融機関 (337) 9.8 41.5 19.0 7.7 6.2 3.6 3.0 2.1 3.0 15.4 5.3 2.4 9.2 3.6
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５．金融機関の利用状況等
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○金融機関の商品購入時や購入後の対応（株式の取引）

• 「手数料に関する説明は、わかりやすかった」について「あてはまる」「どちらかというとあてはまる」の合計は５割弱（47.6％）にのぼる
一方で、「どちらかというとあてはまらない」「あてはまらない」の合計は１割強（14.5％）にとどまる。

• 「商品のリスクや特性の説明は、わかりやすかった」「商品の提案は、自分のニーズに即したものであった」について「あてはまる」「どちらか
というとあてはまる」の合計は４割弱である一方で、「どちらかというとあてはまらない」「あてはまらない」の合計は２割弱。

• 「商品提案等の執拗な勧誘があった」について「あてはまる」「どちらかというとあてはまる」の合計は１割強（13.1%）にとどまる一方で、
「どちらかというとあてはまらない」「あてはまらない」の合計は６割弱（57.7％）にのぼる。

新規設問

※証券会社の店頭・インターネット取引で
株式の注文を出している者

(n=3,422)

商品の提案は、自分のニーズに即したも

のであった

商品のリスクや特性の説明は、わかりや

すかった

手数料に関する説明は、わかりやすかっ

た

商品購入後の情報提供等のアフター

フォローは、十分であった

商品やサービス等への要望・照会に誠

実な対応があった

商品の提案等の執拗な勧誘があった

10.1

10.5

15.3

7.1

8.8

3.3

25.9

27.1

32.3

16.1

20.9

9.8

34.7

34.2

28.4

37.3

36.7

20.2

4.5

6.8

7.6

11.7

8.0

12.2

10.6

8.7

6.9

14.7

11.4

45.5

14.2

12.7

9.6

13.1

14.1

9.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

あてはまる どちらかというとあてはまる どちらともいえない

どちらかというとあてはまらない あてはまらない 覚えていない、分からない

36.0%

13.1%

47.6%

37.6%

15.1%

15.5%

14.5%

57.7%
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５．金融機関の利用状況等

44

○金融機関の商品購入時や購入後の対応（投資信託の取引）

※証券会社・銀行の店頭・インターネット取引、
投資信託の運用会社（直接販売）で投資
信託の注文を出している者

• 「商品の提案は、自分のニーズに即したものであった」「商品のリスクや特性の説明は、わかりやすかった」「手数料に関する説明は、わか
りやすかった」について「あてはまる」「どちらかというとあてはまる」の合計は５割弱にのぼる一方で、「どちらかというとあてはまらない」「あて
はまらない」の合計は１割前後にとどまる。

• 「商品提案等の執拗な勧誘があった」について「あてはまる」「どちらかというとあてはまる」の合計は１割強（13.5%）にとどまる一方で、
「どちらかというとあてはまらない」「あてはまらない」の合計は６割弱（58.4%）にのぼる。

(n=3,271)

商品の提案は、自分のニーズに

即したものであった

商品のリスクや特性の説明は、

わかりやすかった

手数料に関する説明は、

わかりやすかった

商品購入後の情報提供等の

アフターフォローは、十分であった

商品やサービス等への要望・照会に

誠実な対応があった

商品の提案等の

執拗な勧誘があった

12.8

12.2

14.0

8.6

9.8

3.4

36.1

37.7

35.1

22.1

25.5

10.1

32.2

30.5

29.8

37.8

37.5

21.1

3.5

5.9

7.9

11.0

7.3

13.1

6.0

5.5

6.0

10.9

8.8

45.3

9.4

8.1

7.2

9.6

11.1

7.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

あてはまる どちらかというとあてはまる どちらとも言えない

どちらかというとあてはまらない あてはまらない 覚えていない、分からない

48.9%

13.5%

49.1%

49.9%

9.5%

11.4%

13.9%

58.4%
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表中の数値は%

n=

わ

か

り

や

す

い

情

報

提

供

税

制

・

手

続

き

の

サ

ポ

ー

ト

金

融

犯

罪

・

詐

欺

防

止

と

セ

キ

ュ

リ

テ

ィ

強

化

長

期

資

産

形

成

へ

の

助

言

の

質

の

向

上

相

続

対

策

の

サ

ポ

ー

ト

高

齢

世

代

の

取

引

へ

の

サ

ポ

ー

ト

高

度

な

運

用

提

案

資

産

の

取

り

崩

し

の

サ

ー

ビ

ス

や

サ

ポ

ー

ト

国

際

分

散

投

資

の

し

や

す

さ

対

面

営

業

の

継

続

フ

ィ

デ

ュ

ー

シ

ャ

リ

ー

・

デ

ュ

ー

テ

ィ

の

徹

底

新

た

な

商

品

・

サ

ー

ビ

ス

の

提

供

そ

の

他

全体 (5,000) 50.6 30.6 28.3 27.5 23.0 22.8 16.4 16.2 12.1 10.4 3.8 0.3 2.6

30代以下 (875) 50.1 35.5 25.5 32.9 21.5 12.9 21.5 18.7 17.4 10.9 7.3 0.2 0.5

40代 (958) 50.5 33.7 27.5 34.0 19.0 14.1 20.5 18.7 15.9 9.8 6.3 0.4 0.7

50代 (902) 52.3 34.9 29.3 31.3 22.3 21.1 19.0 20.2 11.6 8.3 3.9 0.2 1.4

60～64歳 (541) 53.4 28.1 27.2 23.3 22.7 27.2 11.3 18.3 10.7 10.2 1.8 0.4 2.6

65～69歳 (442) 47.7 29.6 29.2 19.5 23.3 26.5 12.9 13.3 6.8 10.2 1.6 0.0 4.1

70代以上 (1,282) 49.8 23.2 30.2 20.7 27.4 34.2 11.5 10.0 8.5 12.3 1.2 0.5 5.9

主に利用されている金融機関

大手証券 (1,079) 52.5 30.9 25.4 28.6 27.8 32.1 17.5 13.8 11.7 17.9 4.4 0.2 3.0

ネット証券 (2,994) 48.7 31.5 31.2 27.0 20.8 18.1 16.4 17.7 12.3 5.6 3.8 0.3 2.6

地域証券（地場証券） (79) 53.2 27.8 25.3 21.5 31.6 29.1 13.9 8.9 15.2 25.3 5.1 1.3 1.3

その他の証券 (63) 39.7 19.0 25.4 23.8 36.5 19.0 9.5 17.5 17.5 19.0 1.6 0.0 1.6
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○2040年に向けた証券会社等に求めたいサービス（年代別）

５．金融機関の利用状況等

• これから14年後の2040年に向けて、証券会社等に求めたいサービスは、｢わかりやすい情報提供｣が50.6%で最も高く、次いで｢税
制・手続きのサポート｣が30.6%、｢金融犯罪・詐欺防止とセキュリティ強化｣が28.3%と続く。

複数回答

新規設問

主に利用されている金融機関
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(n=5,000)

平均以上の高いリターンがある投資には、平均以上の高いリスクがある(正解は｢正しい｣)

1社の株式を買うことは、通常、株式投資信託（複数の株式に投資する金融商品）を買うよりも

安全な投資である(正解は｢間違っている｣)
100万円を年率2％の利息がつく預金口座に預け入れた。それ以外、この口座への入金や出金

がなかった場合、5年後の残高は110万円より多い（税金は考慮しない）(正解は｢正しい｣)

金利が上がったら、通常、債券価格は下がる(正解は｢正しい｣)

2025年

平均以上の高いリターンがある投資には、平均以上の高いリスクがある

1社の株式を買うことは、通常、株式投資信託（複数の株式に投資する金融商品）を買うよりも

安全な投資である
100万円を年率2％の利息がつく預金口座に預け入れた。それ以外、この口座への入金や出金

がなかった場合、5年後の残高は110万円より多い（税金は考慮しない）

金利が上がったら、通常、債券価格は下がる

82.8

6.1

72.6

48.5

6.0

77.2

15.6

20.8

11.2

16.7

11.9

30.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

正しい 間違っている 分からない

82.1

6.7

69.5

51.2

5.8

75.8

17.9

17.3

12.0

17.5

12.5

31.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

６．金融に関する知識の現状
６－１．金融に関する知識

○金融に関する知識

正答は

• 金融に関する知識は、難易度が最も低い「平均以上の高いリターンがある投資には、平均以上の高いリスクがある」の正答率は
82.8%で、前回調査と同程度。

• 難易度が最も高い｢金利が上がったら、通常、債券価格は下がる｣の正答率は48.5%で、前回調査から2.7ポイント減少した。

46
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全体 (n=3,618)

金融に関する知識　高 (n=1,250)

金融に関する知識　中 (n=1,965)

金融に関する知識　低 (n=403)

2025年

全体 (n=3,638)

金融に関する知識　高 (n=1,280)

金融に関する知識　中 (n=1,900)

金融に関する知識　低 (n=458)

47.5

50.3

48.0

36.2

49.0

52.8

47.6

43.7

11.7

12.0

10.7

15.4

10.6

9.3

11.3

11.6

21.5

22.6

21.6

17.4

21.4

24.0

20.6

17.5

10.8

9.5

11.3

12.7

10.6

8.8

11.5

11.6

0.4

0.3

0.6

0.3

0.3

0.4

0.2

8.1

5.2

7.8

18.4

8.1

4.8

8.5

15.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

概ね長期保有だが、ある程度値上がり益があれば売却する 値上がり益重視であり、短期間に売却する

配当・分配金・利子を重視している（配当等の状況によっては売却する） 株主優待を重視している

その他 特に決めていない

全体 (n=3,358)

金融に関する知識　高 (n=1,145)

金融に関する知識　中 (n=1,858)

金融に関する知識　低 (n=355)

2025年

全体 (n=3,333)

金融に関する知識　高 (n=1,138)

金融に関する知識　中 (n=1,748)

金融に関する知識　低 (n=447)

60.7

66.8

59.7

45.6

60.6

68.0

58.9

48.3

4.0

3.1

3.9

7.6

4.1

3.1

4.2

6.5

16.3

16.0

16.8

14.6

15.2

15.2

15.3

14.3

1.2

1.6

1.1

0.3

0.7

0.7

0.7

0.4

17.8

12.6

18.4

31.8

19.5

13.0

20.9

30.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

６．金融に関する知識の現状
６－１．金融に関する知識
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○金融に関する知識と投資方針

※投信保有者投資信託

※株式保有者

株式

• 投資方針は、株式・投資信託ともに、金融知識が高いほど、「概ね長期保有だが、ある程度値上がり益があれば売却する」割合が高
くなる傾向にある。

（注）金融に関する知識の高低は
本調査における金融知識問題（全
４問）の正答数によって以下のとおり
区分。
金融知識 高＝正答数４問
金融知識 中＝正答数２～３問
金融知識 低＝正答数０～１問
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表中の数値は%

n=

職場 金融機関 学校 家庭 中立的な機関（金融団

体・証券取引所など）

（J-FLECを除く）

金融経済教育推進機構

（J-FLEC）

国や地方公共団体が運

営する公的な機関

その他

全体 (870) 56.9 23.8 18.2 10.9 10.1 6.8 5.9 3.1

30代以下 (247) 55.1 12.1 35.6 14.6 9.3 10.5 6.5 0.8

40代 (207) 57.5 19.3 15.0 14.5 11.6 10.1 7.2 3.4

50代 (149) 63.8 26.8 7.4 7.4 6.7 3.4 4.0 4.0

60～64歳 (81) 63.0 25.9 16.0 3.7 7.4 3.7 2.5 6.2

65～69歳 (55) 60.0 40.0 12.7 1.8 10.9 1.8 9.1 5.5

70代以上 (131) 46.6 41.2 6.1 10.7 14.5 2.3 5.3 3.1

2025年 (909) 45.0 33.7 15.8 11.8 16.0 5.7 3.0

2024年 (855) 41.4 38.0 14.9 10.8 19.2 6.8 6.7

11.9 ▲9.9 2.4 ▲0.9 ▲5.9 0.2 0.12025年（増減比）

48

○証券投資に関する教育を受けた経験／場所（年代別）

証券投資に関する教育を受けた経験

証券投資に関する教育を受けた場所

６．金融に関する知識の現状
６－２．証券投資に関する教育

• 証券投資教育経験者（証券投資に関する教育を｢受けたことがある｣｢受けたと思うが、あまり覚えていない｣の合計）は17.4%。
• 証券投資に関する教育を受けた場所は「職場」が56.9%で最も高く、次いで｢金融機関｣が23.8%、「学校」が18.2%と続く。

※証券投資教育経験者

複数回答

（注）今回調査から選択肢に「金融経済教育推進機構（J-FLEC）」を追加する修正を行った。

全体 (n=5,000)

30代以下 (n=875)

40代 (n=958)

50代 (n=902)

60～64歳 (n=541)

65～69歳 (n=442)

70代以上 (n=1,282)

2025年 (n=5,000)

2024年 (n=5,000)

11.6

21.0

15.0

10.9

10.0

7.2

5.2

10.6

10.8

5.8

7.2

6.6

5.7

5.0

5.2

5.0

7.5

6.3

82.6

71.8

78.4

83.5

85.0

87.6

89.8

81.8

82.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

受けたことがある 受けたと思うが、あまり覚えていない 受けていない

17.4%
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○金融経済に関する知識の理想的な学習時期（年代別・教育経験別）

６．金融に関する知識の現状
６－２．証券投資に関する教育

• 金融経済に関する知識（証券投資を含む）を学ぶべき時期として、｢高等学校｣が63.1%で最も高く、次いで｢中学校｣が40.6%、
｢大学・短大・専門学校｣が39.4%と、学校教育段階が上位を占めている。

• 年代別でみると、若年層ほど「高等学校」｢大学・短大・専門学校｣「就職時」の割合が高くなる傾向にある。

複数回答

新規設問

表中の数値は%

n=

保

育

施

設

（

幼

稚

園

・

保

育

所

・

認

定

こ

ど

も

園

等

）

小

学

校

中

学

校

高

等

学

校

大

学

・

短

大

・

専

門

学

校

就

職

時

在

職

中

退

職

時

結

婚

・

住

宅

購

入

・

出

産

等

の

ラ

イ

フ

イ

ベ

ン

ト

の

と

き

年

金

に

加

入

し

た

と

き

老

後

相

続

を

し

た

と

き

金

融

機

関

に

口

座

を

開

設

し

た

と

き 実

際

に

証

券

投

資

を

始

め

る

と

き

そ

の

他

全体 (5,000) 0.9 16.7 40.6 63.1 39.4 21.9 23.6 9.4 8.1 6.7 3.9 7.2 12.3 20.2 0.4

30代以下 (875) 0.9 19.3 41.4 70.5 52.7 27.1 25.7 6.4 11.8 6.4 4.1 7.3 14.6 21.0 0.1

40代 (958) 1.8 22.3 52.1 68.8 47.7 24.2 23.1 7.5 9.6 5.2 3.7 7.3 12.5 19.8 0.0

50代 (902) 0.8 18.5 41.4 66.9 41.4 23.8 24.1 9.4 9.5 6.2 4.2 7.4 10.9 20.8 0.7

60～64歳 (541) 0.9 15.2 38.3 60.8 35.3 23.1 26.2 12.6 6.8 9.1 5.9 10.2 12.0 19.4 0.4

65～69歳 (442) 0.7 13.8 36.2 55.2 27.8 17.6 21.7 9.7 4.3 6.1 2.0 5.7 8.8 17.4 0.5

70代以上 (1,282) 0.5 10.9 33.5 54.7 28.5 16.3 21.8 11.4 5.5 7.6 3.7 6.0 12.7 20.7 0.6

教育を受けたことがある (579) 1.6 17.6 45.3 67.0 56.8 32.5 36.1 13.0 13.6 11.2 7.6 10.9 16.8 18.5 0.2

教育を受けたと思うが、あまり覚えていない (291) 0.3 13.7 35.4 64.3 43.0 23.0 29.6 13.7 8.2 8.2 4.8 8.2 17.2 19.2 0.0

教育を受けていない (4,130) 0.9 16.7 40.3 62.4 36.7 20.4 21.5 8.6 7.4 6.0 3.4 6.6 11.3 20.5 0.4
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○証券投資に関する教育で参考になった内容（年代別・教育経験別）

６．金融に関する知識の現状
６－２．証券投資に関する教育

• 証券投資に関する教育で参考になった内容（教育を受けていない者は証券投資を行う前に学びたかった内容）について聞くと、「金
融商品のリスクとリターンの関係」が46.5%で最も高く、次いで｢金融商品の種類と特徴｣が45.2%、｢リスクを抑える投資方法｣が
43.3%と続く。

複数回答

表中の数値は% n=

金

融

商

品

の

リ

ス

ク

と

リ

タ

ー

ン

の

関

係

金

融

商

品

の

種

類

と

特

徴

リ

ス

ク

を

抑

え

る

投

資

方

法

（

長

期

・

積

立

・

分

散

投

資

な

ど

）

税

制

優

遇

制

度

（

N

I

S

A

制

度

、

確

定

拠

出

年

金

制

度

（

i

D

e

C

o

、

企

業

型

D

C

）

）

の

内

容

証

券

投

資

の

メ

リ

ッ

ト

（

譲

渡

益

・

配

当

金

・

株

主

優

待

な

ど

）

資

産

形

成

の

必

要

性

（

預

貯

金

だ

け

で

は

十

分

利

息

を

期

待

で

き

な

い

こ

と

、

将

来

の

イ

ン

フ

レ

に

備

え

る

こ

と

が

で

き

る

こ

と

な

ど

）

少

額

か

ら

で

も

投

資

を

始

め

ら

れ

る

投

資

方

法

証

券

投

資

に

か

か

る

費

用

（

手

数

料

・

税

金

な

ど

）

ラ

イ

フ

プ

ラ

ン

・

マ

ネ

ー

プ

ラ

ン

の

立

て

方

ポ

ー

ト

フ

ォ

リ

オ

の

考

え

方

、

資

産

の

取

り

崩

し

方

法

金

融

機

関

の

種

類

や

選

び

方

口

座

開

設

や

商

品

購

入

の

手

続

き

証

券

投

資

の

役

割

（

投

資

に

よ

っ

て

社

会

課

題

の

解

決

や

S

D

G

s

に

貢

献

で

き

る

こ

と

な

ど

）

そ

の

他

参

考

に

な

っ

た

／

学

び

た

か

っ

た

内

容

は

な

い

覚

え

て

い

な

い

全体 (5,000) 46.5 45.2 43.3 38.0 29.6 29.0 27.4 23.0 22.5 22.5 17.7 14.3 9.2 0.5 9.8 9.7

30代以下 (875) 50.3 52.1 45.1 51.3 34.6 38.6 35.4 22.4 24.2 23.0 18.9 17.8 14.5 0.1 6.2 8.0

40代 (958) 49.9 48.6 47.1 44.2 33.6 32.3 34.0 22.4 27.8 26.5 17.2 14.5 11.1 0.6 6.7 8.2

50代 (902) 49.2 48.0 46.2 42.0 29.6 31.2 28.8 23.6 28.4 25.5 20.7 14.7 8.6 0.2 9.2 8.1

60～64歳 (541) 48.8 45.7 45.7 34.8 25.7 24.8 23.8 21.1 22.2 22.2 17.6 12.2 8.5 0.6 12.0 9.4

65～69歳 (442) 47.7 42.3 40.7 34.2 25.1 23.8 20.4 23.5 20.1 20.8 17.0 14.3 6.3 0.5 13.8 8.8

70代以上 (1,282) 38.1 36.6 37.0 24.1 26.3 22.0 19.8 23.9 14.4 17.9 15.6 12.5 5.8 0.9 12.8 13.4

教育を受けたことがある (579) 66.5 64.4 59.1 50.8 40.8 45.1 36.4 24.7 32.3 30.9 18.0 19.3 17.3 0.5 0.9 1.7

教育を受けたと思うが、あまり覚えていない (291) 55.7 50.5 45.7 43.0 28.2 31.3 27.5 19.9 16.8 15.8 13.4 14.8 10.3 0.7 1.7 5.2

教育を受けていない (4,130) 43.1 42.1 40.9 35.8 28.1 26.6 26.1 22.9 21.6 21.8 18.0 13.6 8.0 0.5 11.6 11.1

2025年 (5,000) 31.7 33.3 33.2 26.5 22.1 19.3 17.9 18.5 17.1 21.1 15.0 10.4 6.0 0.5 15.0 13.8

14.8 11.9 10.1 11.5 7.5 9.7 9.5 4.5 5.4 1.4 2.7 3.9 3.2 0.0 ▲5.2 ▲4.12025年（増減比）
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○証券投資に関する勉強や情報収集（学校や職場以外）（年代別・教育経験別）

６．金融に関する知識の現状
６－２．証券投資に関する教育

• 学校や職場以外で証券投資に関する勉強や情報収集を行った場所や方法は、「インターネット（Webサイト）」が52.9%で最も高
く、次いで｢テレビ｣が30.5%、｢本｣が25.9%と続く。

• 若年層で「SNS」が高く、高齢層で「新聞・雑誌」「金融機関の販売員」「金融機関が提供するセミナー等の講師」が高い傾向にある。

複数回答

新規設問

表中の数値は% n=

イ

ン

タ

ー

ネ

ッ

ト

（

W

e

b

サ

イ

ト

）

テ

レ

ビ

本 S

N

S

（

動

画

・

画

像

系

：

Y

o

u

T

u

b

e

、

T

i

k

T

o

k

、

I

n

s

t

a

g

r

a

m

等

）

新

聞

・

雑

誌

友

人

・

知

人

・

家

族

S

N

S

（

文

字

系

：

X

、

F

a

c

e

b

o

o

k

、

L

I

N

E

、

ブ

ロ

グ

等

）

ニ

ュ

ー

ス

系

ア

プ

リ

金

融

機

関

の

販

売

員

セ

ミ

ナ

ー

金

融

機

関

が

提

供

す

る

セ

ミ

ナ

ー

等

の

講

師

専

門

ア

ド

バ

イ

ザ

ー

（

フ

ァ

イ

ナ

ン

シ

ャ

ル

・

プ

ラ

ン

ナ

ー

等

）

資

格

試

験

の

学

習

・

受

験

（

F

P

等

）

ラ

ジ

オ

中

立

的

な

機

関

（

金

融

団

体

・

証

券

取

引

所

な

ど

）

（

J

-

F

L

E

C

を

除

く

）

が

提

供

す

る

セ

ミ

ナ

ー

等

の

講

師

国

や

地

方

公

共

団

体

が

運

営

す

る

公

的

な

機

関

が

提

供

す

る

セ

ミ

ナ

ー

等

の

講

師 金

融

経

済

教

育

推

進

機

構

（

J

-

F

L

E

C

）

が

提

供

す

る

セ

ミ

ナ

ー

等

の

講

師

そ

の

他

勉

強

や

情

報

収

集

を

し

た

こ

と

は

な

い

全体 (5,000) 52.9 30.5 25.9 22.1 21.8 19.0 13.5 12.2 11.8 10.4 6.5 6.1 5.1 4.3 3.2 2.0 1.7 0.5 12.0

30代以下 (875) 51.7 27.5 25.3 43.4 10.9 23.8 34.4 16.8 7.0 7.8 5.3 7.5 8.5 6.1 3.5 3.3 3.7 0.3 7.2

40代 (958) 63.2 30.0 28.4 31.4 16.1 17.5 20.1 17.8 5.1 8.0 3.2 5.3 6.6 4.9 4.5 3.3 2.3 0.6 7.4

50代 (902) 60.4 32.3 27.8 22.9 22.6 16.5 10.4 12.9 8.9 10.4 4.4 6.8 4.5 4.1 2.8 1.6 1.0 0.2 10.5

60～64歳 (541) 54.9 30.3 28.1 15.0 25.5 16.5 6.5 10.0 12.8 9.8 6.8 6.8 4.6 1.8 2.4 0.6 1.3 0.2 13.9

65～69歳 (442) 47.7 34.2 24.4 9.3 28.1 15.2 2.9 10.0 17.9 10.4 8.6 5.7 3.6 3.6 2.5 1.6 0.7 0.9 15.6

70代以上 (1,282) 41.9 30.3 22.8 7.3 29.4 20.8 3.0 6.2 19.8 14.0 10.5 4.9 2.8 4.0 3.0 1.0 1.0 0.6 17.8

教育を受けたことがある (579) 62.5 43.7 34.9 30.7 31.4 19.7 24.5 23.1 14.0 23.0 16.2 14.3 17.8 8.6 11.9 9.0 8.1 0.5 4.7

教育を受けたと思うが、あまり覚えていない (291) 57.0 36.1 27.8 23.7 26.5 17.5 18.6 18.6 13.7 14.8 9.3 8.6 6.9 5.5 6.5 3.4 2.7 0.0 5.2

教育を受けていない (4,130) 51.3 28.2 24.5 20.7 20.2 19.0 11.6 10.2 11.4 8.3 5.0 4.7 3.2 3.6 1.8 0.9 0.8 0.5 13.5
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７．行動心理

52

○近視眼的行動（性別・年代別）

お金を必ずもらえるとの前提で、（1）今10万円をもらう、（2）１年後に11万円をもらう、という２つの選択があれば、（1）を選ぶ

• 「今10万円もらう」が39.8%、｢１年後に11万円をもらう｣が43.3%で拮抗している。
• 男性の60代以上では「今10万円もらう」の割合が｢１年後に11万円をもらう｣より高い。

全体 (n=5,000)

男性_30代以下 (n=511)

男性_40代 (n=611)

男性_50代 (n=510)

男性_60～64歳 (n=316)

男性_65～69歳 (n=266)

男性_70代以上 (n=662)

女性_30代以下 (n=364)

女性_40代 (n=347)

女性_50代 (n=392)

女性_60～64歳 (n=225)

女性_65～69歳 (n=176)

女性_70代以上 (n=620)

2025年 (n=5,000)

2024年 (n=5,000)

39.8

35.0

37.6

36.9

45.3

42.5

50.3

37.4

38.6

32.7

35.6

34.7

42.7

38.7

38.7

16.9

20.7

17.2

18.0

18.7

17.3

16.2

13.2

13.3

17.3

20.0

18.8

14.4

15.8

14.6

43.3

44.2

45.2

45.1

36.1

40.2

33.5

49.5

48.1

50.0

44.4

46.6

42.9

45.4

46.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

そう思う(今10万円もらう) どちらとも言えない そう思わない(1年後に11万円もらう)
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７．行動心理

53

○損失回避行動（性別・年代別）

10万円を投資すると、半々の確率で２万円の値上がり益か、１万円の値下がり損のいずれかが発生する場合、投資をしない

• 「投資しない」が29.9%、「投資する」が32.1%で拮抗している。前回調査と概ね同様の傾向が続いている。
• 男性は各年代で｢投資する｣が｢投資しない｣より高く、女性は各年代とも「投資しない」が「投資する」より高い。

全体 (n=5,000)

男性_30代以下 (n=511)

男性_40代 (n=611)

男性_50代 (n=510)

男性_60～64歳 (n=316)

男性_65～69歳 (n=266)

男性_70代以上 (n=662)

女性_30代以下 (n=364)

女性_40代 (n=347)

女性_50代 (n=392)

女性_60～64歳 (n=225)

女性_65～69歳 (n=176)

女性_70代以上 (n=620)

2025年 (n=5,000)

2024年 (n=5,000)

29.9

24.9

24.7

24.9

30.1

25.2

25.5

32.1

33.4

35.5

36.9

37.5

38.7

30.7

31.0

38.0

32.1

32.4

38.4

35.4

38.7

42.1

39.6

36.3

38.8

40.4

40.9

42.3

37.3

38.2

32.1

43.1

42.9

36.7

34.5

36.1

32.3

28.3

30.3

25.8

22.7

21.6

19.0

32.0

30.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

そう思う(投資しない) どちらとも言えない そう思わない(投資する)
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• 60歳以上が相続対策のために「すでにこの対策を実施している」「この対策を実施する予定がある」の合計は、｢生命保険を契約｣が
20.0%で最も高く、次いで「株式や投資信託を売却し現金化」が17.6%、「株式や投資信託の購入を見合せ」が14.3%と続く。

○相続対策の実施状況

８．相続に対する考え方

株式や投資信託の購入を見合せ 60歳以上 (n=2,265)

2025年・60歳以上 (n=2,265)

株式や投資信託を売却し他資産を購入 60歳以上 (n=2,265)

2025年・60歳以上 (n=2,265)

株式や投資信託を売却し現金化 60歳以上 (n=2,265)

2025年・60歳以上 (n=2,265)

不動産を購入 60歳以上 (n=2,265)

2025年・60歳以上 (n=2,265)

住宅取得資金を贈与 60歳以上 (n=2,265)

2025年・60歳以上 (n=2,265)

教育資金贈与制度を活用 60歳以上 (n=2,265)

2025年・60歳以上 (n=2,265)

結婚・子育て資金贈与制度を活用 60歳以上 (n=2,265)

2025年・60歳以上 (n=2,265)

生命保険を契約 60歳以上 (n=2,265)

2025年・60歳以上 (n=2,265)

4.8

5.3

1.8

2.3

2.8

2.6

2.4

2.8

3.3

4.2

2.4

2.5

1.5

1.5

15.0

15.0

9.5

11.2

8.2

9.0

14.8

15.8

3.5

3.3

3.4

3.3

4.9

3.9

3.4

3.7

5.0

5.1

22.5

23.3

21.7

20.1

32.5

31.0

10.1

9.2

14.6

12.0

17.2

15.6

16.0

14.5

16.0

14.4

63.1

60.3

68.4

68.7

49.8

50.5

84.0

84.7

78.7

80.5

75.6

78.0

79.1

80.3

64.0

65.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

すでにこの対策を実施している この対策を実施する予定がある この対策に興味がある この対策に興味がない／わからない

14.3%

17.6%

20.0%
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８．相続に対する考え方

55

○株式・投資信託を相続財産とする場合の要望 複数回答

※60歳以上の株式・投信保有者

• 60歳以上の株式・投資信託保有者について、株式や投資信託を相続財産とする場合の要望をみると、「NISA口座に保有している
等の一定の株式や投資信託については相続税を非課税にしてほしい」が33.9%と最も高く、次いで「せっかくの株式や投資信託を相
続人に保有し続けて欲しい（または、相続した株式や投資信託を保有し続けたい）ので、相続人が継続保有した場合の優遇措置
を設けてほしい」が27.1%と続く。

※2024年の調査対象は60歳以上の株式保有者

表中の数値は%

n=

①

株

式

や

投

資

信

託

の

相

続

税

評

価

額

は

時

価

が

原

則

な

の

で

、

割

り

引

い

て

ほ

し

い

②

相

続

発

生

か

ら

、

相

続

税

の

申

告

・

納

付

ま

で

の

間

に

値

下

が

り

す

る

リ

ス

ク

が

あ

る

か

ら

、

値

下

が

り

し

た

時

は

救

済

措

置

を

設

け

て

ほ

し

い

③

N

I

S

A

口

座

に

保

有

し

て

い

る

等

の

一

定

の

株

式

や

投

資

信

託

に

つ

い

て

は

相

続

税

を

非

課

税

に

し

て

ほ

し

い

④

せ

っ

か

く

の

株

式

や

投

資

信

託

を

相

続

人

に

保

有

し

続

け

て

欲

し

い

（

ま

た

は

、

相

続

し

た

株

式

や

投

資

信

託

を

保

有

し

続

け

た

い

）

の

で

、

相

続

人

が

継

続

保

有

し

た

場

合

の

優

遇

措

置

を

設

け

て

ほ

し

い

⑤

相

続

税

を

納

付

す

る

た

め

に

株

式

や

投

資

信

託

を

売

却

す

る

の

が

大

変

な

の

で

、

物

納

す

る

た

め

の

条

件

を

緩

和

し

て

ほ

し

い

そ

の

他

①

～

⑤

の

措

置

に

つ

い

て

理

解

で

き

な

か

っ

た

特

に

必

要

な

措

置

は

な

い

全体 (2,183) 25.3 25.3 33.9 27.1 13.0 0.5 3.4 27.2

60～64歳 (516) 22.9 27.5 35.5 27.7 14.3 0.4 3.1 28.1

65～69歳 (425) 26.8 24.9 39.1 25.9 13.6 0.5 3.1 22.8

70代以上 (1,242) 25.8 24.5 31.5 27.2 12.2 0.5 3.7 28.3

株式保有者 (1,729) 27.5 25.9 33.1 28.4 12.7 0.5 2.9 26.3

投信保有者 (1,374) 26.1 26.6 39.3 28.7 13.8 0.4 3.6 23.7

2025年 (2,210) 27.0 23.1 34.4 26.4 12.3 0.5 4.0 28.6

2024年(株式保有者)※ (1,887) 27.7 23.1 24.5 11.8 0.3 3.2 39.3

▲1.7 2.2 ▲0.5 0.7 0.7 0.0 ▲0.6 ▲1.42025年（増減比）
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９．フィンテックの利用状況

56

○フィンテックの利用状況

【個人管理資産（PFM）】

【ロボ・アドバイザー】

【暗号資産（仮想通貨）】

【クラウドファンディング】

【セキュリティ・トークン（ST）】

• フィンテックサービスについて、「既に利用している」「利用してみたい」の合計は、「ロボ・アドバイザー」が28.8%で最も高く、「クラウドファ
ンディング」が24.2%、「個人管理資産（PFM）」が21.9%、「セキュリティ・トークン（ST）」が18.6%、「暗号資産（仮想通
貨）」が17.1%と続く。

• 30代以下の既利用・利用意向は、いずれも全体を上回る。

全体 (n=5,000)
30代以下 (n=875)
2025年 (n=5,000)
2025年・30代以下 (n=875)

全体 (n=5,000)
30代以下 (n=875)
2025年 (n=5,000)

2025年・30代以下 (n=875)

全体 (n=5,000)
30代以下 (n=875)
2025年 (n=5,000)
2025年・30代以下 (n=875)

全体 (n=5,000)
30代以下 (n=875)
2025年 (n=5,000)
2025年・30代以下 (n=875)

全体 (n=5,000)
30代以下 (n=875)
2025年 (n=5,000)
2025年・30代以下 (n=875)

4.3

5.6

4.8

6.4

5.2

8.8

5.5

8.7

3.5

8.5

3.4

8.3

3.3

5.5

2.4

5.3

9.4

15.3

11.2

20.3

24.5

28.8

23.0

30.2

19.0

25.5

20.3

28.3

18.4

25.6

17.4

25.6

15.3

23.7

13.8

21.9

7.7

11.7

10.1

16.7

42.5

38.1

44.1

37.3

47.8

40.5

44.7

37.6

38.1

30.7

38.5

31.8

45.8

37.5

45.0

37.1

62.6

45.3

63.1

44.3

28.7

27.5

28.1

26.2

28.0

25.3

29.5

25.4

40.0

35.2

40.7

34.3

35.5

33.4

38.8

35.7

20.2

27.8

15.6

18.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

既に利用している 利用してみたい 利用したくない わからない

28.8%

24.2%

21.9%

18.6%

17.1%
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全体 (n=5,000)

個人年収1,000万円以上 (n=352)

保有金融資産3,000万円以上 (n=1,079)

2025年 (n=5,000)

全体 (n=5,000)

個人年収1,000万円以上 (n=352)

保有金融資産3,000万円以上 (n=1,079)

2025年 (n=5,000)

全体 (n=5,000)

個人年収1,000万円以上 (n=352)

保有金融資産3,000万円以上 (n=1,079)

2025年 (n=5,000)

2.6

5.1

3.1

2.9

1.7

3.4

2.4

2.3

1.5

3.7

1.8

1.8

14.6

20.7

14.9

17.4

12.5

19.6

13.6

13.4

9.8

19.0

11.2

10.0

24.0

33.8

27.8

26.8

23.0

32.1

26.9

25.6

16.2

27.0

19.7

16.5

15.1

11.1

10.9

13.4

14.9

13.1

10.6

13.6

15.9

13.4

13.3

15.3

43.7

29.3

43.3

39.5

47.9

31.8

46.5

45.1

56.6

36.9

54.0

56.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

知っており、投資したことがある 知っており、興味はあるが、投資したことはない 知っているが、特に興味はない

知らないが、興味はある 知らないし、興味もない

41.2%

37.2%

27.5%

○プライベートアセットの認知状況等
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１０．プライベートアセットの認知状況等

• プライベートアセットの各金融商品を認知している者（「知っており、投資したことがある」「知っており、興味はあるが、投資したことはな
い」、｢知っているが、特に興味はない｣の合計）の割合は、「非上場株式（スタートアップ企業）」で41.2%、次いで「非上場株式
（スタートアップ企業以外）」が37.2%、「プライベートアセットに投資する投資信託」が27.5%と続く。

• 個人年収1,000万円以上及び保有資産3,000万円以上の層は全体に比べてプライベートアセットの各商品認知率が高い。

非上場株式（スタートアップ企業）

プライベートアセットに投資する投資信託

非上場株式（スタートアップ企業以外）

（注）プライベートアセットに投資する投資信託とは、市場では取引されていない資産（非上場株式、プライベートクレジット、プライベートデット、インフラ等）を組み入れたもの。
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2024年 2025年 2026年 2024年 2025年 2026年

インターネット調査 インターネット調査 インターネット調査 n= (5,000) (5,000) (5,000)

性年代で割付 性年代で割付 性年代で割付 10万円未満 4.3 4.3 4.3

5,000 5,000 5,000 ～50万円未満 3.7 4.0 4.0

～100万円未満 6.4 6.1 5.6

2024年 2025年 2026年 ～300万円未満 13.2 12.4 12.0

n= (5,000) (5,000) (5,000) ～500万円未満 11.7 11.8 11.5

男性 61.4 57.5 57.5 ～1,000万円未満 16.7 15.8 16.0

女性 38.6 42.5 42.5 ～3,000万円未満 23.6 25.8 25.0

～5,000万円未満 9.5 9.3 10.3

2024年 2025年 2026年 5,000万円以上 11.0 10.6 11.2

n= (5,000) (5,000) (5,000) 平均（推計） 1,716万円 1,719万円 1,783万円 

30代以下※ 17.5 17.5 17.5

40代 18.8 19.2 19.2 2024年 2025年 2026年

50代 15.6 18.0 18.0 n= (5,000) (5,000) (5,000)

60-64歳 13.0 11.0 10.8 事業主（卸・小売・製造業） 8.6 9.0 9.4

65-69歳 10.4 8.7 8.8 自由業（開業医・弁護士など） 1.9 2.2 2.6

70代以上 24.7 25.6 25.6 管理職 9.8 9.5 9.7

管理職以外の勤め人 23.7 24.4 24.5

2024年 2025年 2026年 契約社員・派遣社員 5.0 3.9 4.0

n= (5,000) (5,000) (5,000) 農林・漁業 0.4 0.6 0.5

300万円未満 41.4 42.6 41.8 公務員 4.7 4.4 4.4

～500万円未満 25.2 25.1 24.5 専業主婦・主夫 12.2 13.4 13.2

～700万円未満 15.2 15.2 15.5 パート・アルバイト・フリーター 9.6 9.5 9.5

～1,000万円未満 11.5 10.2 11.1 無職・年金のみ 20.5 19.2 18.8

1,000万円以上 6.7 6.9 7.0 学生 0.3 0.4 0.4

平均（推計） 452万円 443万円 450万円 その他 3.2 3.5 3.0

職

業

年

収

金

融

資

産

調査方法

サンプル数

標本割付

性

別

年

齢

層

参考：過去の調査との回答者プロフィールの比較
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表中の数値は%

※2025年から10代（18歳以上）を含む
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